
平成２２年（２０１０年）紀北町３月定例会会議録

第 １ 号

招集年月日 平成２２年３月３日（水）

招集の場所 紀北町本庁舎議会議場

開 会 平成２２年３月３日（水）

応 招 議 員

２番 中村健之 ３番 近澤チヅル

４番 家崎仁行 ５番 川端龍雄

６番 北村博司 ７番 玉津 充

９番 平野倖規 １０番 岩見雅夫

１２番 平野隆久 １３番 島本昌幸

１４番 中本 衛 １５番 中津畑正量

１６番 東 澄代 １７番 松永征也

１８番 垣内唯好 １９番 奥村武生

２０番 東 清剛 ２１番 谷 節夫

２２番 世古勝彦

不 応 招 議 員

１番 東 篤布
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地方自治法第 １２１条の規定により説明の為議会に出席した者の職氏名

町 長 尾上壽一 副 町 長 紀平 勉

会計管理者 長野季樹 総 務 課 長 川合誠一

財 政 課 長 塩崎剛尚 危機管理課長 中原幹夫

企 画 課 長 中場 幹 税 務 課 長 平谷卓也

住 民 課 長 谷口房夫 福祉保健課長 五味 啓

環境管理課長 倉崎全生 産業振興課長 中村高則

建 設 課 長 山本善久 水 道 課 長 村島成幸

紀伊長島総合支所長 橋本樹徳 教育委員長 大和秀昭

教 育 長 安部正美 学校教育課長 世古雅則

生涯学習課長 家崎英寿 監 査 委 員 井上 寛

職務の為出席者

事 務 局 長 中野直文 書 記 脇 俊明

書 記 上野隆志 総務課長補佐 工門利弘

提 出 議 案 別紙のとおり

会議録署名議員

１６番 東 澄代 １７番 松永征也

議事の顛末 左記のとおりを記載する。
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（午前９時 ２８分）

北村博司議長

去る２月９日に開催されました全国町村議会議長会の第６１回定期総会において、地方議会

の議員として１５年以上の在職者に対する表彰式が行われました。本町議会からも川端龍雄議

員が自治功労者表彰をお受けになっておられます。

川端龍雄君は平成６年１２月以来、旧海山町議会議員として当選すること２回、さらに合併

後の紀北町議会議員選挙においても当選され、現在に至るまでの１５年３ケ月の長きにわたり、

住民の代表として町政に参画し、地方自治の発展と町民の福祉向上に多大の貢献をされたも

のであります。また、合併時には合併協議会委員として就任され、両町の合併に積極的にお

取り組みをいただきました。常に町政の各方面にわたり献身努力されるその姿勢が、合併後、

紀北町議会の初代議長として多くの議員から推挙されたことが、いかに優秀な議員であるか

を物語るものであると申せます。

なにとぞ今後とも本町発展のため、ご協力あらんことを切にお願いするとともに、本日、

ここにおいて表彰状の伝達を行いたいと思います。川端龍雄君、前へお願いいたします。

表彰状、三重県紀北町 川端龍雄殿

あなたは町村議会議員として、長年にわたり地域の振興発展に寄与せられた、その功績は

誠に顕著であります。よって、ここにこれを表彰します。平成２２年２月９日、全国町村議会

議長会会長 野村弘。代読です。どうもご苦労様でした。

（表彰状の伝達）

北村博司議長

以上で表彰状の伝達式を終わります。

お時間、どうも有り難うございました。

それでは、これより会議を開きます。

ただいまの出席議員は１８名でありまして、定足数に達しております。

１番 東 篤布君から風邪のため欠席との連絡を受けております。また、３番 近澤チヅ

ル君から遅刻との連絡を受けておりますので、ご報告申し上げます。

北村博司議長
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これより平成２２年３月紀北町議会定例会を開会いたします。

開会にあたり、一言ごあいさつを申し上げます。

３月定例会は、平成２２年度当初予算を審議する最も重要な議会でありまして、提出された

諸議案は、平成２２年度予算案並びに平成２１年度補正予算案のほか条例の改正等２５件を数え、

町民生活に重大な関連のある、かつ、その内容も多種多様にわたる膨大なものでございまし

て、会期も相当の日数を予定するところでありますが、議員各位の綿密周到なご審議により、

適正にして妥当な議決に到達いたしますよう念願するものでございます。いまだ寒さ厳しい

おりから、議員各位には十分ご自愛のうえ、議会運営に格段のご協力を賜りますようお願い

申し上げまして、開会のごあいさつといたします。

北村博司議長

会期日程並びに議事日程につきましては、お手元に配布いたしましたとおりであります。

なお、今期定例会において、議会放送番組収録のためＺＴＶ及び企画課職員による撮影等

を許可することにいたします。

それでは、会期日程並びに議事日程を議会事務局長に朗読いたさせます。

中野議会事務局長。

中野直文議会事務局長

それではまず、会期日程表をご覧ください。

平成２２年３月紀北町議会定例会会期日程表

第１日、 ３月３日、水曜日、９ 時３０分、本会議、開会、町政の一般説明、人事案件上程、

説明、質疑、討論採決、議案上程、説明、なお一般質問の受付は本日の午前８時３０分から行

っております。

第２日、３月４日、木曜日、休会。

第３日、３月５日、金曜日、９時３０分、本会議、質疑、委員会付託、なお一般質問の受付

締切が午後２時までとなります。

第４日、３月６日、第５日、３月７日は休日でございます。

第６日、３月８日、月曜日、休会としまして、常任委員会の開催となります。

第７日、３月９日、火曜日、休会。

第８日、３月１０日、水曜日、休会、常任委員会。

第９日、３月１１日、木曜日、休会、常任委員会。
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第１０日、３月１２日、金曜日、休会としまして、常任委員会の予備日といたします。

第１１日、３月１３日、第１２日、３月１４日は休日でございます。

第１３日、３月１５日、月曜日、休会。

第１４日、３月１６日、火曜日、９時３０分、本会議、一般質問でございます。

第１５日、３月１７日、水曜日、９時３０分、本会議、一般質問。

第１６日、３月１８日、木曜日、９時３０分、本会議、一般質問。

第１７日、３月１９日、金曜日、休会でございます。

第１８日、３月２０日、第１９日、３月２１日、第２０日、３月２２日は休日でございます。

第２１日、３月２３日、火曜日、９時３０分、本会議としまして、委員長報告のあと、質疑、討

論、採決、閉会となります。

続きまして、平成２２年３月紀北町議会定例会議事日程（第１号）

平成２２年３月３日（水曜日）９時３０分開議

第１ 会議録署名議員の指名

第２ 会期の決定

第３ 諸般の報告

第４ 行政報告

第５ 町政の一般説明

第６ 諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて

第７ 議案第１号 紀北町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

第８ 議案第２号 紀北町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

第９ 議案第３号 紀北町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

第１０ 議案第４号 紀北町集会所条例の一部を改正する条例

第１１ 議案第５号 紀北町福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例

第１２ 議案第６号 紀北町共同作業場条例を廃止する条例

第１３ 議案第７号 紀北町デイサービスセンターの指定管理者の指定について

第１４ 議案第８号 紀北町在宅介護支援センターの指定管理者の指定について

第１５ 議案第９号 紀北町木材乾燥機場の指定管理者の指定について

第１６ 議案第１０号 紀北町林業総合センターの指定管理者の指定について

第１７ 議案第１１号 紀北町「道の駅」海山交流ホールの指定管理者の指定について

第１８ 議案第１２号 工事施行変更協定の締結について
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第１９ 議案第１３号 紀北町道の路線認定について（中州９号線）

第２０ 議案第１４号 紀北町道の路線認定について（片上１８号線）

第２１ 議案第１５号 平成２１年度紀北町一般会計補正予算（第４号）

第２２ 議案第１６号 平成２１年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

第２３ 議案第１７号 平成２１年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）

第２４ 議案第１８号 平成２１年度紀北町介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）

第２５ 議案第１９号 平成２１年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）

第２６ 議案第２０号 平成２２年度紀北町一般会計予算

第２７ 議案第２１号 平成２２年度紀北町国民健康保険事業特別会計予算

第２８ 議案第２２号 平成２２年度紀北町老人保健特別会計予算

第２９ 議案第２３号 平成２２年度紀北町後期高齢者医療特別会計予算

第３０ 議案第２４号 平成２２年度紀北町介護サービス事業特別会計予算

第３１ 議案第２５号 平成２２年度紀北町水道事業会計予算

第３２ 報告第 １号 専決処分の報告について（損害賠償額の決定）

第３３ 陳情案件

以上でございます。

北村博司議長

これより本日の会議を開きます。

日程第１

北村博司議長

日程第 １ 会議録署名議員の指名を行います。

会議規則第 １１９条の規定により、本日の会議録署名議員に、

１６番 東 澄代君

１７番 松永 征也君

のご両名を指名いたします。
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日程第２

北村博司議長

次に日程第 ２ 会期の決定の件を議題といたします。

お諮りします。

本定例会の会期は、本日 ３月３日から３月２３日までの２１日間といたしたいと思います。

ご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

北村博司議長

異議なしと認めます。

したがって、本定例会の会期は、本日から３月２３日までの２１日間に決定いたしました。

日程第３

北村博司議長

次に、日程第３ 諸般の報告を行います。

去る２月２５日に議会運営委員会が開催され、本定例会にかかる運営等について協議が行わ

れました。その確認事項についてご報告申し上げます。

まず、意見書及び陳情等についてでありますが、平和市長会議会長及び副会長の連名で、

核兵器の廃絶と恒久平和実現に関する意見書の決議を求める要請がきております。議会運営

委員会の協議の結果、意見書の提出にあたりましては議会運営委員会から提出をしていただ

くことで確認がなされております。議会運営委員会においては、誠に申し訳ございませんが、

何卒よろしくご協議賜りますよう、お願い申し上げます。

本定例会までに提出されました陳情は６件であります。そのうち、議会運営委員会での協

議の結果、２件を受理し、所管の委員会に付託することの確認をいただいております。なお、

あとの４件については町外から提出されたものであり、全議員に配布のみとすることとし、
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その趣旨に賛同する議員から意見書案を提出していただきたいと思います。

次に、長からの提出議案等についてであります。定例会において提案され受理した案件は、

諮問が１件、議案については第１号から第２５号までの２５件、報告１件で、合計２７件となって

おります。

なお、追加が予定される副町長の人事に関する同意議案でありますけれども、基本的には

会期最終日の日程に追加日程として取り扱うことが習わしとなっており、また現副町長在任

中であっても、あらかじめ後任の副町長の選任の同意を得ることは可能であるということか

ら、議会運営委員会においても、最終日の日程に追加日程として取り扱うことの確認をちょ

うだいしておりますので、そのような取り扱いをいたしたいと思います。なお、議案が提出

されましたら、議会運営委員会を開催し報告させていただくとともに、事前に全議員に対し

周知させていただきたいと考えておりますので、ご了承をお願いいたします。

次に、一般質問通告書の受付についてでありますが、議会の申し合わせにより、３月定例

会における受付締め切りについては、会期第２日目の午後２時までとなっておりますが、明

日は休会でございますので、本定例会においては通告書の締め切り期限を第３日、３月５日

の午後２時までとすることといたしております。なお、第３日目は各議案等の質疑を行う予

定でありますので、締め切り時間につきましては十分ご注意をいただきますようお願い申し

上げます。３月５日の午後２時です。

次に、地方自治法第 ２３５条の２第１項の規定による例月出納検査について、平成２１年度普

通会計の１１月分から１月分までと、平成２１年度水道事業会計の１１月分から１月分について、

同条第３項の規定により監査委員から報告をいただいております。報告書は議会図書室に保

管してございますので、ご覧いただきたいと思います。

次に、一部事務組合議会等の開催についてであります。３月２５日、木曜日、午後３時３０分

から東紀州農業共済事務組合議会の全員協議会と本会議の開催、また３月２９日、月曜日、午

前１０時から三重紀北消防組合議会、同日、午後１時３０分から広域連合議会の開催、さらに３

月３０日、火曜日の午前１０時から荷坂やすらぎ苑組合議会の開催となっております。組合議会

議員におかれましては、出席のほどよろしくお願い申し上げます。

次に、紀北町開発公社の理事会につきましては、３月２６日、金曜日、午前９時３０分から開

催となっています。出席のほど、お願い申し上げます。

次に、議長会に関する事項であります。三重県町村議会議長会会長から、地方議会議員年

金制度の長期安定化に関して、制度の維持存続など、地元選出の国会議員に対し面談要望を
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行っていただきたいという要請がございます。面談要望活動については正副議長と議会運営

委員会の正副委員長の４人で行うことにいたしましたので、ご報告を申し上げます。

また、２月２２日に開催されました町村議会議長会の理事会において、副会長でありました

大台町の中西議長が退任されたことにより、新たに多気町の森田善昌（よしまさ）議長が副

会長に就任されました。なお、三重県市町職員退職手当組合議会議員としても承認がされま

したのでご報告を申し上げます。

次に、地方自治法第 １２１条の規定により、提出案件等の説明のためあらかじめ出席を求め

ましたところ、尾上町長はじめ、大和教育委員長、井上監査委員、その他関係課長等の出席

がございましたので、報告を申し上げます。

次に、定例会中の行事であります。３月９日、火曜日は各中学校の卒業式、３月１９日、金

曜日は各小学校の卒業式となっています。ご出席いただきますようお願い申し上げます。な

お３月２３日、火曜日はふなつ幼稚園の卒園式でありますけれども、日程の都合上、休会とす

ることが出来ない状況でありますので、議長から幼稚園に対し、その旨申し伝えをさせてい

ただきましたので、ご了承お願い申し上げます。３月２４日は紀伊長島幼稚園と引本幼稚園の

卒園式となっています。

以上で、諸般の報告を終わります。

日程第４

北村博司議長

次に、日程第４ 行政報告について町長から申し出がありましたので、許可することとい

たします。

尾上町長。

尾上壽一町長

おはようございます。

本日は定例会の開催要請をさせていただきましたところ、多数のご出席を賜り厚く御礼を

申し上げます。

早速ですが、本議会定例会にあたりまして、ご寄附に関する行政報告をさせていただきま
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す。

去る、１２月２２日に日本土石工業株式会社、代表取締役社長 椋野怜史様より歳末助け合い

運動協賛金の一助として３０万円のご寄附をいただきました。ご寄附に対しまして心から感謝

申し上げますとともに、その趣旨に沿い、今後、有効に活用させていただきたいと存じます

ので、ここにご報告を申し上げます。

以上、３月定例会にあたりましての行政報告とさせていただきます。

北村博司議長

以上で、行政報告を終わります。

日程第５

北村博司議長

次に、日程第５ 町政の一般説明を行います。

尾上町長。

尾上壽一町長

本日ここに、平成２２年度当初予算案及び諸議案を提案し、ご審議いただくにあたり、私の

町政に対する所信の一端と予算案の概要を申し述べさせていただきます。

まず、はじめに、昨年１１月に町長に就任させていただいて以来、議員の皆さま並びに町民

の皆さまには、多大なる御理解と御協力を賜り厚く御礼を申し上げます。

町長就任以来、直接現場を訪ねたり、多くの方々とのコミュニケーションを重ねたりする

中で、本町の抱える課題を改めて直視し、その重大さ、そして緊急性について痛感している

ところであります。

現下の社会経済情勢に目を向けますと、景気の回復傾向は見られるものの、一昨年秋のリ

ーマン・ショック後の金融危機や世界不況による影響が未だ消えておりません。

加えて、円高や物価の持続的な下落、雇用環境の悪化などから景気の二番底も懸念されて

おります。

こうした状況の中、政府は、「コンクリートから人へ」「新しい公共」「未来への責任」

「地域主権」「経済成長と財政規模の両立」を基本理念として予算編成を行ったところであ
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ります。

しかしながら、国・地方を通じた財政環境は、増加する社会保障給付、少子化への対応な

どにより、今後も一段と厳しさを増していくものと見込まれ、引き続き厳しい舵取りが求め

られていると認識をいたしております。

このような中、本町の平成２２年度当初予算は、次の考え方を基本に編成したところであり

ます。

この平成２２年度当初予算は、私が町長に就任いたして初めての年間予算でございますので、

将来にわたり持続可能な健全財政を維持することを基本としつつも、一方で、本町の将来を

見据えた重要な課題に取り組んでいくことといたしました。

その中でも特に、紀北町の未来を担う子どもを育むための支援策や教育環境の充実、町民

の皆さまの生活の安心を支える福祉施策、町民の皆さまの暮らしを支える源泉となる地域活

力の活性化策などの取り組みについて力を注いでいるところであります。

これらの事業を、重点的に施策化していくことにより、誰もが将来にわたり夢と希望をも

って暮らすことができるまちづくりを強力に推進してまいりたいと考えております。

また、国の第２次補正予算に対応し、地域活性化・きめ細かな臨時対策交付金事業を活用

した平成２１年度補正予算第４号により繰越して実施するものを含めた１３カ月予算により、地

区集会所の改修、生活道路・下排水路や河川の整備、生涯学習施設の整備、小・中学校等教

育施設の整備など、町民の皆さまの生活に直接関連した事業の推進も図っていくものであり

ます。

このような考え方をもとに、予算編成を行った結果、本町の平成２２年度一般会計当初予算

の総額は９１億 １，８２８万 ２，０００円で、前年度に比べ ５．５パーセントの伸びとなるなど、積極的

な予算編成となりました。

また、補正予算第４号で計上している、地域活性化・きめ細かな臨時交付金事業費を加え

た１３カ月の予算ベースでの予算総額は９３億 ３，６５２万 ９，０００円となっております。

それでは、紀北町第１次総合計画、基本目標に基づき、重点的な施策について申し上げま

す。

施策の一つ目の「自然と共生し、快適で安心してくらせるまちづくり」についてでありま

すが、本町にとりまして、何よりも心配なのは、近いうちに高い確率で発生すると言われて

おります東海・東南海・南海地震の発生と、これらの大地震による津波の襲来であります。

そこで、災害に強い地域コミュニティを育成するため、自主防災組織と共同の総合防災訓
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練を実施してまいります。

また津波避難対策では、これまでにも数々の津波避難路等の整備を行ってきたところであ

りますが、本年度におきましても、海山区の引本地区に避難路階段の設置をいたします。

消防業務では、火災から住民の生命、財産を守るため、消防団詰所の整備や消防団資機材

搬送車の購入などを行い、消防力の強化に努めてまいります。

また、緊急業務（救急業務の読み違い。Ｐ１９訂正あり）は、年々増加しておりまして、傷

病者の救命率の向上が急務であります。このため、緊急隊員（救急業務の読み違い。Ｐ１９訂

正あり）のより高度な技術の習得と、医療関係機関との密接な協力体制の構築を推進してま

いります。

本町は、恵まれた自然環境の中で、自然と調和した営みが繰り広げられてきました。今後

も、この環境を次の世代に継承していくためにも、環境の保全と資源の有効利用を図り、環

境負荷の低減に積極的に取り組んでまいります。

そのため、ごみ減量に関する啓発活動・イベントの実施、資源ごみステーションの設置な

どを実施していく中で、ごみの減量化、リサイクルの推進を図るなど、資源循環型社会の構

築をめざしてまいります。

生活排水対策では、合併処理浄化槽の普及促進に努め、設置に対して、引き続き支援を行

ってまいります。

また、環境保全のため水質検査や大気汚染及び、廃棄物の不法投棄の監視強化などを行っ

てまいります。

港湾・海岸の整備では、県営海岸高潮対策事業により、引き続き、長島港・長島地区の堤

防補修補強を実施いたします。

また、呼崎名倉地区においても、堤防補強計画を策定して、事業の促進を図ってまいりま

す。

河川事業では、平成１６年９月の豪雨で甚大な被害を受けた、「船津川激甚災害対策特別緊

急事業」が、概ね平成２１年度で完了しますが、引き続き「船津川河川改修事業」として、河

床の掘削、工事用道路撤去等の残事業を実施いたします。

砂防事業では、海山区で事業中の上里地区、矢口浦地区、島勝浦地区で堰堤等の施設整備

を継続して行います。

さらに、本年度から新たに、宇山地区の砂防事業に着手いたします。

また、紀伊長島区では、昨年６月に崩落が発生した長島地区急傾斜地崩壊対策事業に着手
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をいたします。

交通・通信体系の道路網整備では、近畿自動車道紀勢線が、昨年２月に「紀勢・大内山イ

ンターチェンジ」まで開通されましたが、さらに、平成２４年度中の「紀伊長島インターチェ

ンジ（仮称）」の開通と、平成２５年の式年遷宮に合わせた「熊野市・大泊インターチェンジ

（仮称）」までの開通がめざされておりますので、国土交通省や中日本高速道路への協力を

行っていく中で、高速道路事業の推進を図ってまいります。

また、県営事業では、「国道 ４２２号・紀伊長島インター線」及び「県道矢口浦上里線」、

「県道長島港古里線」の整備を引き続き推進してまいります。

町道の整備では、町民の皆さまの日常生活に必要な道路の改良や舗装につきまして、優

先順位を定め、きめ細かい整備を進めてまいります。

紀伊長島区におきましては、「古里江の浦線道路整備事業」が平成２２年度で完了いたしま

す。

また海山区におきましては、「船津駅前線」、「小山山側線」の道路整備事業を継続して

実施していくとともに、「渡利引本線」、「中里１号線」の舗装事業が平成２２年度で完了を

いたします。

県営・熊野灘臨海公園事業では、海山区・大白地区公園の「多目的広場整備」が今年度よ

り工事に着手をいたします。

紀伊長島区では片上地区公園の「萩原台園地トイレ設置」と、城ノ浜地区公園の「コテー

ジ改修」等を行ってまいります。

次に、施策の二つ目の、「互いに支えあい、健康でいきいきと暮らせるまちづくり」であ

ります。

少子化対策の基本は、子どもを安心して産み育てられる環境づくりを行政として整えるこ

とであります。

安心して子育てをしていただけるようにするため、児童の放課後対策として、学童保育事

業を推進し、共働きの家庭でも安心して子育てができる環境整備を図っていくための制度を

創設いたします。

また、子育て支援センターの運営につきましても、これまでの小規模型を拡充した、ひろ

ば型に移行し、引き続き助成を続けると共に、安心して出産ができるように、公費負担によ

る妊婦健康診査の軽減など広く子育て支援に努めてまいります。

また、乳幼児医療費の無料化につきましては、現在、通院、入院とも未就学児童までとな
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っておりますが、入院に限って、小学校６年生まで対象年齢を拡大し、医療費負担の軽減を

図り、子育て支援のさらなる充実を図ってまいります。

高齢者対策では、誰もがいつまでも生きがいを持って充実した潤いのある生活を送ること

ができる環境を整備していくことが必要です。

そこで高齢者福祉施策では、寝たきり老人等福祉保健手当の支給、一人暮らし高齢者の緊

急事態に対応するための緊急通報装置の設置、日々の見守りも兼ねた配食サービス事業など

を継続して実施するほか、介護基盤整備として民間が実施する地域密着型の認知症対応型グ

ループホーム整備に対する助成を実施いたしてまいります。

高齢者の健康対策では、今年度から、特定健診や長寿医療健診、生活機能評価の集団検診

の実施や、特定高齢者施策の充実を図るとともに、一般高齢者施策の「地域介護予防活動支

援事業」の拡大に努めてまいります。

障がい者福祉施策では、重度の障がいを持つ方に対する医療費の助成、障害者自立支援法

に基づく介護給付費・訓練給付事業を行うとともに、障がい者の方が住み慣れた地域で、安

心して生活ができるよう、相談支援、移動支援等を行う地域生活支援事業を充実いたします。

併せて、じん臓機能障がい者の方の通院に要する経済的負担を軽減するため、交通費の助

成制度の基準を一部見直し、助成費の拡充を図ってまいります。

町民の皆さまの健康寿命を延ばすためには、健康づくりの推進も重要なことでありますの

で、昨年５月に立ち上げた「紀北町民ウォーキングの会」を中心として、さらに会員登録を

促し、ウォーキング教室等のイベントもおりまぜながら広く、ウォーキングを定着させてま

いります。

さらには、健康体操も絡めながら、より多くの住民が健康づくりに取り組んでもらえるよ

う働きかけてまいります。

また、各種がん検診事業では、「女性特有のがん検診」事業を継続するとともに、受診率

向上を図るため、休日の実施や、特定健診、生活機能評価との同時実施等、新たな取組みを

実施してまいります。

なお、現在、国民健康保険で行っております脳ドックなどの検査につきましては、対象者

数を１０名増やして６０名に拡充してまいります。

次に、施策の三つ目の、「地域の資源を生かし、活力と魅力あふれるまちづくり」であり

ます。

農業振興施策では、県営中山間総合整備事業を活用し、農業用用排水路の改修及びため池
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等の調査を実施してまいります。

林業振興施策では、森林整備地域活動支援交付事業・造林事業などにより適正な森林の管

理を促進し、持続的な生産のための「生産林」とＣＯ２ の吸収による地球環境の保全など、

森林の有する多面的機能を重視した「環境林」の公益的機能の向上を図ってまいります。

また、木造住宅新築奨励金交付事業により、地元製材の振興を図ってまいります。

有害鳥獣対策では、猟友会の協力によりニホンザル・イノシシ・ニホンジカ等の捕獲、駆

除や獣害防止用に係る資材費用に対する補助等の対策を実施しておりますが、獣害被害は増

加の傾向にありますので、地域住民の方々や農林業関係者と協議し、獣害対策の充実を図っ

てまいります。

水産業振興施策では、漁業生産基盤の整備、水産資源の増殖を図るための種苗の放流や調

査にかかる助成、漁港の維持管理事業、漁業近代化利子補給事業、三重外湾漁協合併に伴う

支援、外国人漁業研修生受入対策事業、漁業担い手対策事業などを実施し、水産業の振興を

図ってまいります。

また、水産資源管理では、海の環境保全に配慮した、環境・生態系保全活動支援事業に積

極的に取り組んでいる漁業者を中心とした活動組織に対する支援を行ってまいります。

商工振興施策では、紀北町商工会と連携し地域の商工業振興に向け、引き続き中小企業指

導育成事業による支援を行うとともに、「年末きいながしま港市」への支援を行ってまいり

ます。

また、紀北町の主要な物産である、農林水産物、その加工品などを含めた各種物産のブラ

ンド化を進めることにより地場産業の育成を図ってまいります。

雇用情勢が、全国的に大変厳しい状況にある中、雇用の安定を図ることは、暮らしを支え

る基本でありますことから、昨年に引き続きふるさと雇用再生特別交付金、緊急雇用創出事

業臨時交付金を活用し、雇用情勢の改善に努めてまいります。

消費者行政では、地方消費者行政活性化基金を活用し、悪徳商法に対応するための冊子配

布など、多様化する消費者行政に対応してまいります。

さて本町には、豊かで美しい自然とともに、美味しい食、個性ある歴史・文化など、多様

で魅力的な資源が存在しています。

この素晴しい地域資源を最大限に活かして、本町が「人が来るまち・人が住むまち」とな

るような魅力あるまちにしていかなければなりません。

そこで観光振興施策では、地域の誇れる資源である海、山、川、熊野古道、地域の伝統文
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化を最大限に活用した魅力ある体験メニューなどの提供を行っていくとともに、農林水産物

やその加工品など地域ブランドの活用と宿泊などを組み合わせ「廻（めぐり）のまち」の実

現を目ざし、六次産業の振興に向け取り組んでまいります。

また本年６月から期間を限定して行われる伊勢自動車道、紀勢自動車道の無料化をにらみ、

紀北町商工会、紀北町観光協会、民間事業者の方々とともに協働しながら、紀北町全体のブ

ランド化を図り、紀北町の魅力を最大限に発信してまいります。

また、団塊世代の定年退職者やＵＩＪターン希望者に空き家情報を発信し、町内への定住

を促進するため、町内の空き家を調査する「空き家調査事業」を実施し、その情報を町ホー

ムページ等で提供してまいります。

さらに、町内で働く方々に、新しい世界に触れ新鮮な刺激を受け、仕事や町おこしのヒン

トを得ていただき、紀北町の町おこしリーダーになっていただくために、先進地の方々から

直接話しを聴く機会を提供する「紀北町まちおこしリーダー育成事業」を実施いたします。

次に、施策の四つ目の、「豊かな心を育み、人と文化が輝くまちづくり」であります。

学校教育では、基礎学力の充実と個性の伸長を図りながら子どもたちにとって安全で安心

な学校環境を整えることが求められています。

そこで子どもたちの安全を図る上で、学校施設の耐震化が最重要課題でありますことから、

「紀北町学校施設耐震整備計画」に基づき耐震化を順次進めてまいりますが、現地での改築

を予定しています紀北中学校を除くすべての学校の耐震化が、本年度には完了する予定であ

ります。

なお紀北中学校につきましては、現地での改築に向け本年度は実施設計を行い、平成２３年

度、２４年度に改築を行ってまいりたいと考えておりますので、その間、尾鷲高校長島校を仮

校舎として利用することにより、生徒の安全確保を図ってまいります。

次に、義務教育がすべての子どもたちに均等に保障されるために、格差を防ぎ機会均等を

維持する必要から就学援助費における学校給食費の援助を実費相当額の全額援助に拡充する

とともに、奨学金制度の貸与枠の拡充など子育て支援をしてまいります。

また、すべての児童・生徒それぞれが、個人の尊厳が重んじられ、障がいのある子どもと、

ない子どもがともに学び、ともに理解するために、同じ教室で教育をうけることのできる環

境をめざし、臨時介助教員の配置を引き続き行うとともに、さらに支援の充実に努めてまい

ります。

生涯学習では、公民館施設を利用してコンサートや映画など、子どもから高齢者まで楽し
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めるよう開催してまいります。また、年齢層に応じた講座などを開催し、学習機会の充実に

努めてまいります。その他、町文化協会への支援をとおし、文化サークルの活動の活性化を

図ってまいります。

スポーツの振興は、本町を元気にしていくために欠かすことができません。そこで、町体

育協会への活動支援を行い、各種スポーツ大会の開催やスポーツクラブの活性化を図ってま

いります。

また近年の町民の健康に対する関心の高まりを受け、各種スポーツ教室などを開催し、年

齢や体力に応じて楽しくスポーツに触れ合う機会を提供してまいります。

また本町においては、小・中学生のスポーツクラブの活動が盛んに行われ、県大会などで

活躍し団体や個人で東海大会や全国大会へ出場するなど、優秀な成績をおさめられておりま

すことから、全国大会及び東海大会等に出場するための経費助成の拡充を図り、さらなるス

ポーツの振興を図ってまいります。

次に、施策の五つ目の、「自立をめざし、住民と行政がともに歩むまちづくり」でありま

す。

国の地方分権改革は一層本格化し、地方交付税の削減等が今後も予想され、地方財政は依

然厳しい環境下にあります。

このため、財源の確保を図るとともに、事務事業の見直し等、徹底した経費の節減と創意

工夫や適正な職員定数の見直しによる職員数の純減に努め、財政の健全化を図ってまいりま

す。

これからの行政は、町民サービスの充実を図るために、「運営」から「経営」に転換し、

本当に必要な部分へ経営資源を投入していかなければなりません。

このため、引き続き財政の健全化に向け行財政改革を推進し、自立できる町づくりに努め

る所存であります。

さて、平成２２年度は行財政改革大綱の最終計画年度でありますが、これまでの成果としま

しては、人件費におきましては、定員適正化計画に基づく職員の削減、地方債におきまして

は、新規起債借り入れ額の抑制や過疎対策事業債、合併特例事業債など普通交付税措置があ

る有利な起債の借り入れ、また、普通交付税で措置されない地方債の繰上げ償還の実施など

によりまして、将来負担の軽減に努めてきたところであります。

この結果、地方債残高は、平成２１年度末で １２０億円となる見込みでありますが、平成２２年

度は学校の耐震化事業に伴う町債や普通交付税からの振替分である臨時財政対策債の増加に
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より、平成２２年度末では １２４億円となる見込であります。

一方、基金残高は、平成２２年度末には、２７億 ８，０００万円になる見込みであり、平成１７年度

末に比べ約１７億 ２，０００万円増加する見込みであります。

以上、紀北町第１次総合計画、基本目標に基づき、重点的な施策について申し上げてきま

したが、そのほかの直面する重要案件につき申し述べさせていただきます。

まず、本庁舎移転問題についてでありますが、合併協定、本庁舎、紀北中学校等、紀北町

として総合的な観点から判断しました結果、尾鷲高校長島校跡地を購入し、一時、紀北中学

校の仮校舎として利用するとともに、その後、本庁舎移転及び生涯学習施設として活用いた

したいと考えております。

そのため、本庁舎移転につきましては、平成２２年度に用地購入、平成２３年度に実施設計、

平成２４年度には改修工事を行い移転する３カ年事業と考えておりまして、平成２２年度当初予

算におきましては、尾鷲高校長島校跡地を庁舎等用地として取得するための経費を計上いた

しております。

次に、産廃訴訟に係る損害賠償請求事件についてでありますが、去る１月８日に私が主宰

する対策チームを設置し、訴訟代理人である弁護士と連携を図りながら、裁判に関する疑問

点や問題点を整理し、勉強を進めていくとともに、情報収集や情報提供のあり方等について

の検討も進めております。

この取り組みとあわせ、訴訟代理人である弁護士の方々とも十分協議を重ねながら、勝訴

に向け最善を尽くしてまいります。

以上の重要課題のほかにも、関係各位の皆さまからたくさんの要望がありますが、限られ

た予算の中で充分配慮しつつ「最小の経費で最大の効果を挙げること」を念頭におきながら、

町政の推進に最善の努力をし、この町に住んでよかったと思えるような町づくりをしたいと

考えております。

私は、合併をして５年目を迎える紀北町が、新たな飛躍を確実なものとするために、常に

町民の皆さまの視点に立ち、町民の皆さまの声と願いを行政に反映させてまいる所存であり

ますので、今後とも、議員の皆さまのご指導、ご協力を賜りますようよろしくお願い申し上

げまして、私の所信の表明を終わらせていただきます。

ご清聴ありがとうございました。

北村博司議長

以上で、町政の一般説明を終わります。
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（「議事進行」と呼ぶ者あり）

北村博司議長

玉津議員。

７番 玉津充議員

さきほどの町長の所信表明の中でですね、３ページの、私たちいただいておる資料の３ペ

ージではですね、３ページの２行目と３行目、救急業務という言葉と救急隊員という言葉が

あるんですが、町長は緊急業務と緊急隊員というふうに言われたんです。それでどちらが正

しいのか質していただきたいと思います。

北村博司議長

読み間違いだそうです。はい、よろしいでしょうか。

７番 玉津充議員

はい。

日程第６

北村博司議長

お諮りします。

日程第６ 諮問第１号については人事案件であるため、会議規則第３９条第３項の規定によ

り委員会への付託を省略し、直ちに本会議での審議といたしたいと思いますが、ご異議ござ

いませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

北村博司議長

異議なしと認めます。

したがいまして、本案については委員会への付託を省略し、直ちに本会議で審議すること

に決定いたしました。

日程第６ 諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて議題

といたします。

提案者より提案理由の説明を求めます。
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尾上町長。

尾上壽一町長

それでは、本日、本議会定例会に上程いたしました人事案件につきまして、提案理由をご

説明申し上げます。

諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについてでありますが、

現人権擁護委員の廣田諄子氏が、本年６月３０日をもって任期満了となります。同氏におかれ

ましては、平成１９年７月から人権擁護委員として、その職責を全うされ、ご尽力いただいて

おります。つきましては、資性温厚にて信義にも厚く、学校評議員としての経験や女性会議

きほく等のさまざまな団体に所属した経験を通して、人権問題に精通しております同氏を引

き続き推薦いたしたく意見を求めるものであります。

以上、人事案件は以上であります。ご審議のほどよろしくお願い申し上げます。

北村博司議長

以上で提案理由の説明を終わります。

これより質疑を行います。

質疑される方はございませんか。

（「な し」と呼ぶ者あり）

北村博司議長

以上で質疑を終わります。

北村博司議長

本件は諮問案件であるため、議会としての答申の意見を諮るため、ここで１０時３０分まで休

憩いたします。

（午前 １０時 ２０分）

北村博司議長

休憩前に引き続き、会議を再開いたします。
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（午前 １０時 ３０分）

北村博司議長

これより討論、採決に入ります。

討論を行います。

まず、原案に反対者の発言を許します。

ございませんか。

（「な し」と呼ぶ者あり）

北村博司議長

次に、原案に賛成者の発言を許します。

（「な し」と呼ぶ者あり）

北村博司議長

以上で討論を終了し、採決いたします。

お諮りします。

本件については、適任という意見を付して答申することに賛成の方は挙手願います。

（ 全 員 挙 手 ）

北村博司議長

挙手全員です。

したがって、諮問第１号につきましては、適任という意見を付して答申することに決定い

たしました。

日程第７～日程第３１

北村博司議長

お諮りします。

日程第７ 議案第１号から、日程第３１ 議案第２５号までの２５件につきましては、提案者か
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ら提案理由並びに内容説明を求めるため、一括して説明を求めることといたしたいと思いま

すが、ご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

北村博司議長

異議なしと認めます。

したがって、議案２５件につきましては一括して提案理由並びに内容説明を求めることに決

定いたしました。

それでは、最初に提案者から一括して提案理由の説明を求めます。

尾上町長。

尾上壽一町長

さきほどの人事案件につきましては、ご同意をいただきましてありがとうございました。

引き続きまして、各議案の提案説明についてをご説明をいたします。

議案第１号 紀北町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

議案第２号 紀北町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

議案第３号 紀北町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

の３議案でありますが、昨年の人事院勧告及び時間外労働の割増賃金率等に関する労働基準

法の改正を踏まえた、国家公務員の一般職職員の給与に関する法律等の一部改正に伴うもの

であり、議案第１号におきましては、超過勤務手当の支給割合の引き上げや６月期における

期末手当の引き下げ、議案第２号では、新たに時間外勤務代休時間の創設、議案第３号では、

育児短時間勤務をしている職員の給与に関する規定を追加しようとするものであります。そ

れぞれの条例の一部を改正する必要が生じましたので、議会の議決を求めるものであります。

議案第４号 紀北町集会所条例の一部を改正する条例につきましては、昭和４９年に地元自

治会によって建設された現中州集会所の老朽化に伴い、本年度事業において新たに紀伊長島

区東長島４６番地１に建設いたしておりますが、供用を開始するにあたり、本条例に紀北町中

州集会所を追加する必要が生じましたので、議会の議決を求めるものであります。

議案第５号 紀北町福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例でありますが、

乳幼児医療費の助成につきましては、現在、６歳児までを対象としていますが、子育て支援

の一環として、本年９月からは町単独事業で、入院に限り小学生の医療費も助成対象となる

よう拡大することに伴い、本条例の一部を改正する必要が生じましたので、議会の議決を求

めるものであります。
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議案第６号 紀北町共同作業場条例を廃止する条例でありますが、紀北町共同作業場につ

きましては、地域住民の就労の場の確保と生活の安定に寄与することを目的として設置して

おりましたが、町有施設として一定の役割は達成されたこと及び民間の活力による、さらな

る展開と雇用促進等につなげるために、本施設を処分するにあたり、本条例を廃止しようと

するものであり、議会の議決を求めるものであります。

議案第７号 紀北町デイサービスセンターの指定管理者の指定について

議案第８号 紀北町在宅介護支援センターの指定管理者の指定について

議案第９号 紀北町木材乾燥機場の指定管理者の指定について

議案第１０号 紀北町林業総合センターの指定管理者の指定について

議案第１１号 紀北町「道の駅」海山交流ホールの指定管理者の指定について

の５議案でありますが、平成１５年９月２日に施行された地方自治法の一部改正を受け、平成

１８年８月８日に開催された議会臨時会において議決をいただきました５施設について、本年

３月３１日をもって指定期間が終了いたしますことから、現指定管理者より指定申請書の提出

があり協議を重ねてまいりましたが、各施設とも設置目的を効果的かつ効率的に達成するこ

とができると認められますので、「紀北町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する

条例」第５条の規定により選定し、指定の期間を平成２７年３月３１日までとして次期指定管理

者に指定いたしたく地方自治法第 ２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決を求めるも

のであります。

議案第１２号 工事施行変更協定の締結についてでありますが、本協定につきましては、平

成２０年１１月１９日の臨時会におきましてご可決いただき協定を締結したところでありますが、

このたび、設計変更の必要が生じましたので、変更前の契約額 ９，９５８万円から ４００万 ８，３３９

円減額して ９，５５７万 １，６６１円とするにあたり、名古屋市中村区名駅一丁目３番４号東海旅客

鉄道株式会社東海鉄道事業本部長中村滿と変更協定を締結いたしたく、「紀北町議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」第２条の規定に基づき、議会の議決

を求めるものであります。

議案第１３号 紀北町道の路線認定についてでありますが、紀伊長島区東長島中州地内の以

前から町有地であり公衆用道路として使用されてきた道路につきまして、沿道に住宅や店舗

が建設されていることから町道として管理していく必要があるため、町道中州９号線として

認定いたしたく、議会の議決を求めるものであります。

議案第１４号 紀北町道の路線認定についてでありますが、紀伊長島区東長島片上地内の国
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道４２号の改良による旧道敷地につきまして、沿道に住宅や店舗が建設されていることから町

道として管理していく必要があるため、町道片上１８号線として認定いたしたく、議会の議決

を求めるものであります。

議案第１５号 平成２１年度紀北町一般会計補正予算（第４号）でありますが、歳入歳出予算

の総額に歳入歳出それぞれ ３，７９２万 ６，０００円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ９７億

６，６５３万 ９，０００円といたしたいので、議会の議決を求めるものであります。

国の第２次補正予算により交付されます、地域活性化・きめ細かな臨時交付金につきまし

て橋りょう補修やその他の公共施設等の建設または修繕等の事業の財源として１億 ６，３２９万

２，０００円を充当するとともに、繰越明許費として平成２２年度一般会計当初予算と連携させる

ことにより、実質的に１３カ月予算となっています。

主なものとしましては、歳入予算では、町民税及び固定資産税の増により町税が ３，７６３万

４，０００円の増、国庫支出金では、地域活性化臨時交付金等で３億 ５，１４２万 ２，０００円の増とな

ったほか、町債では小学校施設改築事業債の減等で３億 ２，９７０万円の減となっております。

一方、歳出予算では、総務費が市町退職手当組合負担金や基金管理事業費、地域活性化・

きめ細かな臨時交付金事業等により ６，８００万 ４，０００円の増、土木費においても、地域活性化

・きめ細かな臨時交付金事業等により ８，７３２万 ９，０００円の増になったほか、教育費では、太

陽光発電導入事業費や相賀小学校改築事業費の減により ７，６４３万 ５，０００円の減となっており

ます。

議案第１６号 平成２１年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）であります

が、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ １，２７０万 ９，０００円を追加し、歳入歳出予算の総

額をそれぞれ２７億 ９，３２６万円といたしたいので、議会の議決を求めるものであります。

内訳といたしましては、歳入予算では、国庫支出金が高齢者医療制度円滑導入事業費補助

金９万 ２，０００円の増、諸収入が診療報酬支払基金造成積立金返還金等 １，２６１万 ７，０００円の増

であります。

一方、歳出予算では、総務費が一般事務事業費で９万 ２，０００円の増、保健事業費が温泉・

温浴等の施設を活用した健康づくり事業負担金１万 ８，０００円の増、基金積立金が財政調整基

金積立金 １，２５９万 ９，０００円の増であります。

議案第１７号 平成２１年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）でありますが、

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ １，６９８万 １，０００円を追加し、歳入歳出予算の総額を

それぞれ５億７３万円といたしたいので、議会の議決を求めるものであります。

２４



歳入予算の主なものといたしましては、保険基盤安定繰入金等で繰入金が ６１９万 １，０００円

の減額となったほか、諸収入では、療養給付費負担金精算金で ２，５８０万 ５，０００円の増であり

ます。

一方、歳出予算の内訳といたしましては、後期高齢者医療広域連合納付金が ８８２万 ４，０００

円の減となったほか、諸支出金は、前年度精算による一般会計繰出金 ２，５８０万 ５，０００円の増

となっております。

議案第１８号 平成２１年度紀北町介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）であります

が、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ４３３万 ９，０００円を減額し、歳入歳出予算の総

額をそれぞれ１億 ８，２４９万 ６，０００円といたしたいので、議会の議決を求めるものであります。

内訳といたしましては、歳入予算では、サービス収入が居宅及び施設介護サービス費収入

で ３８５万 ６，０００円の増となったほか、紀北町指定介護老人福祉施設基金繰入金 ８１９万 ５，０００

円の減であります。

一方、歳出予算では、総務費が職員人件費や老人ホーム管理運営事業費等 ４３３万 ９，０００円

の減となっております。

議案第１９号 平成２１年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）でありますが、収益的支

出につきましては、水道事業費用 ４１１万 ８，０００円を増額し、総額を３億 ９，８２１万円にしよう

とするものであります。

資本的収入及び支出につきましては、収入として資本的収入 １，０１３万 ６，０００円を減額し、

総額を３億 ９，２６２万 ９，０００円に、支出では資本的支出 １，３３９万 ８，０００円を減額し、総額を５

億 ７，８５７万 ９，０００円としようとするものであります。

なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１億 ８，５９５万円は、過年度分損益勘

定留保資金等で補てんするものであります。

議案第２０号 平成２２年度紀北町一般会計予算でありますが、予算総額は、歳入歳出ともに

９１億 １，８２８万 ２，０００円で前年度比 ５．５％の増となる積極型予算となっております。

国内外での長引く景気低迷の中、国は景気対策や地域活性化等に対応するため、平成２１年

度において二度の補正予算を編成しておりますが、当町においてもそれに呼応し、地域活性

化や雇用対策を実施するとともに、山積する諸課題を着実に前進させ、住民の方々が安全で

安心して生活できることを重視し、きめ細かな予算編成を行ったところであります。

主なものといたしましては、歳入予算では、町税が、景気低迷による個人所得の減少等か

ら個人住民税では減少が予想されるものの、新築家屋の増加等により固定資産税の増加が見
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込まれ、１５億 ４，５７１万 ８，０００円で前年度比 １．６％の増となっており、予算全体での構成比と

しては１７％であります。

地方交付税の普通交付税につきましては、臨時財政対策債の振替による減により３３億円と

なり、前年度比 ５．７％の減となっておりますが、臨時財政対策債が６億 ９，５００万円と４９．６％

の増となっており、これらの合計では ０．８％の増となっております。

町債につきましては、１７億 ４，３００万円で昨年度当初予算と比較いたしますと、３７．４％の増

となっておりますが、臨時財政対策債の増加に加え小学校施設耐震補強事業債や庁舎建設等

事業債によるものであります。

一方、歳出予算では、総務費で本庁舎移転等推進事業として土地購入費に１億 ５，０００万円、

民生費では、国の子ども手当創設に伴い実施される子ども手当等支給事業に児童手当を含め

３億 ７，１２８万 ７，０００円、農林水産業費には森林整備加速化・林業再生基金事業に１億 １，２５０

万円、教育費には小学校５校の施設耐震補強事業に４億 ８，３５０万円、相賀小学校改築事業に

３億 ７，２６５万 ８，０００円、紀北中学校改築事業として、設計・監理委託料 ２，６５７万 １，０００円を

計上いたしております。

このほかにも生活環境整備、緊急に実施すべきもの等を住民目線、生活者重視の観点から

見つめ、当面の諸課題に対応した予算編成となっております。

議案第２１号 平成２２年度紀北町国民健康保険事業特別会計予算でありますが、予算総額は、

歳入歳出ともに２４億 ２，６９５万 ４，０００円で被保険者数の減等により、前年度比１２．６％の減とな

っております。

主なものといたしましては、歳入予算では国民健康保険料が４億 ６，０３７万円で、前年度比

７．１％の減で、予算全体での構成比が１９％となっております。

国庫支出金６億 １１２万 １，０００円、前期高齢者交付金６億 ９，８５７万 ３，０００円で、国庫支出金

と前期高齢者交付金が予算全体の５０％以上を占めており、その他県支出金が１億３２万 ６，０００

円、共同事業交付金２億 ５，３８６万 ４，０００円、繰入金２億 ５７２万 ６，０００円等で構成されており

ます。

一方、歳出予算では、総務費で職員人件費等 ５，０９８万 ８，０００円、保険給付費では、療養諸

費として１４億 ３，９９４万 ７，０００円、高額療養費として１億 ７，２８９万 ２，０００円、出産育児諸費と

して ８８２万 ５，０００円、葬祭諸費として ３００万円等、１６億 ２，４６６万 ４，０００円であります。

その他、後期高齢者支援金等が３億 １，４０８万 ５，０００円、介護納付金 ８，６０１万 ３，０００円、共

同事業拠出金３億 １，３９９万 １，０００円等であります。
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議案第２２号 平成２２年度紀北町老人保健特別会計予算でありますが、予算総額は歳入歳出

ともに ３８９万 ８，０００円で、平成２０年４月の後期高齢者医療制度が実施されるまでの老人保健

医療費分の請求に対応するために設けている予算でありますので、前年度比は３４．８％の減と

なっております。

主なものといたしましては、歳入予算では、支払基金交付金として １８５万 ２，０００円、国庫

支出金 １２２万 ８，０００円等で構成され、歳出予算では、医療諸費で ３６９万 ７，０００円等でありま

す。

議案第２３号 平成２２年度紀北町後期高齢者医療特別会計予算でありますが、予算総額は、

歳入歳出ともに５億 ３９７万 ６，０００円で、前年度比５ ％の増となっております。

主なものといたしましては、歳入予算では、後期高齢者医療保険料が１億 ４，９４２万 １，０００

円で、前年度比２２．３％の増で、予算全体での構成比が２９．６％となっております。

また、繰入金が、保険基盤安定繰入金を含め一般会計から３億 ５，４０５万 ４，０００円であり、

予算全体での構成比としては７０．３％となっております。

一方、歳出予算では、総務費として、職員人件費や保険料徴収事業で １，１７２万 ２，０００円、

後期高齢者医療広域連合納付金として４億 ９，１７５万 ４，０００円等であり、後期高齢者医療広域

連合納付金が予算全体の９７．６％を占めております。

議案第２４号 平成２２年度紀北町介護サービス事業特別会計予算でありますが、予算総額は、

歳入歳出ともに１億 ９，７０９万 ８，０００円で前年度比 ５．５％の増となっております。

主なものといたしましては、歳入予算では、サービス収入が１億 ６，７５９万 ７，０００円で、予

算総額に対して８５％の構成比となり、そのほか繰入金等で構成されております。

一方、歳出予算では、総務費として、職員人件費や老人ホーム管理運営事業費等で、１億

８，９０５万 ４，０００円、その他、サービス事業費 ８００万円等であります。

議案第２５号 平成２２年度紀北町水道事業会計予算でありますが、収益的収入及び支出につ

きましては、収入では営業収益及び営業外収益等で４億 ６４２万 １，０００円、支出では営業費用

及び営業外費用等で３億 ８，４２１万 ９，０００円となる予算案を提案させていただいております。

また、資本的収入及び支出につきましては、収入では企業債等で２億 ２，７８６万 １，０００円、

支出では建設改良費等４億 １６４万 ９，０００円となる予算案を提案させていただいております。

なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１億 ７，３７８万 ８，０００円は、当年度分

損益勘定留保資金等で補てんするものであります。

以上、２５件の議案につきまして、提案理由をご説明申し上げましたが、詳細につきまして
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は、それぞれ担当に説明をいたさせます。何とぞ慎重審議のうえ、ご可決賜りますようよろ

しくお願いを申し上げます。

北村博司議長

続いて、各議案の内容説明を求めます。

議案第１号から第３号までの３件についての内容説明を求めます。

川合総務課長。

川合誠一総務課長

それではよろしくお願いいたします。

まず、議案第１号についてご説明申し上げます。

議案第１号 紀北町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

紀北町一般職の職員の給与に関する条例（平成１７年紀北町条例第４２号）の一部を別紙のと

おり改正する。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

人事院勧告及び時間外労働の割増賃金率等に関する労働基準法の改正を踏まえた、国家公

務員の一般職の職員の給与に関する法律等の一部改正に伴い、超過勤務手当の支給割合の引

き上げ等、本条例の一部を改正する必要が生じたためでございます。

改正内容につきましては、新旧対照表でご説明申し上げます。

６ページをご覧ください。新旧対照表でございますが、左が改正後、右が改正前でありま

す。本条例の改正は時間外労働の割増賃金率等に関する労働基準法の改正を踏まえた人事院

勧告に基づき、特に長い時間外勤務を抑制し、またこうした時間外勤務を命ぜられた職員に

休息の機会を与えるため、月６０時間を超える時間外勤務に係る時間外勤務手当の支給割合を

１００分の １５０に引き上げるとともに、当該支給割合と本来の支給割合との差額分の支給に代

えて正規の勤務時間においても勤務することを要しない日、または時間を指定することがで

きる制度、時間外勤務、代休時間を申請するものであります。

主な改正点は、第１８条では、第４項から第６項を追加するもので、まず第４項では、月６０

時間を超えた時間外勤務に対して、その超えた部分の支給率を引き上げること。

第５項では、時間外勤務代休時間を取得した場合は、その差額は支給しないこと。

第６項では、再任用短時間勤務を取得している職員の時間外手当の支給について定めてお
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ります。

なお、現在のところ本町では、月６０時間を超えて時間外勤務をしておる職員はおりません。

次に、第２５条期末手当においては、すでに昨年６月定例会において、平成２１年６月に支給

する期末手当を附則において改正する専決処分をご承認いただきましたが、今回は平成２２年

４月１日以降の６月に支給する期末手当の支給率について、改めて本則を改正するものであ

ります。

また、第２８条勤勉手当については、再任用職員の支給率が６月が １００分の３５、１２月が １００

分の４０でありましたが、６月、１２月ともに １００分の３５に改正するものであります。

なお、本町では現在のところ再任用職員はおりません。

附則でございますが、この条例は平成２２年４月１日から改正するものであります。

川合誠一総務課長

次に９ページをご覧ください。

議案第２号について、ご説明申し上げます。

議案第２号 紀北町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

紀北町職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年紀北町条例第２８号）の一部を別紙

のとおり改正する。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

人事院勧告及び時間外労働の割増貸金率等に関する労働基準法の改正を踏まえた、国家公

務員の一般職の職員の給与に関する法律等の一部改正に伴い、新たに時間外勤務代休時間を

創設するにあたり、本条例の一部を改正する必要が生じたためであります。

改正内容につきましては、新旧対照表でご説明申し上げます。

１１ページをご覧ください。本条例の改正は時間外労働の割増賃金率等に関する労働基準法

の改正を踏まえた人事院勧告に基づき、特に長い時間外勤務を抑制し、またこうした時間外

勤務を命ぜられた職員に休息の機会を与えるため、月６０時間を超える時間外勤務に係る時間

外勤務手当の支給割合の引き上げとともに、当該支給割合と本来の支給割合との差額分の支

給に代えて、正規の勤務時間においても勤務することを要しない日、または時間を指定する

ことができる時間外勤務代休制度を新設するものであります。

主な改正点は、第９条の２の次に、時間外勤務代休時間に関する１条を加えるもので、月
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６０時間を超えて時間外勤務をした場合、正規の勤務日として割り振られた日における正規の

勤務時間の全部、または一部を時間勤務代休時間として指定し取得することができる。その

場合、正規の勤務時間においても勤務をしなくてもよいとするものであります。

第１１条については、時間外勤務代休時間の制度の新設に伴う文言の修正であります。

また、第１６条においては、紀北町一般職の職員の給与に関する条例の一部改正による文言

の修正であります。

なお、本条例は平成２２年４月１日から施行するものであります。

川合誠一総務課長

次に１３ページをご覧ください。

議案第３号について、ご説明申し上げます。

議案第３号 紀北町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

紀北町職員の育児休業等に関する条例（平成１７年紀北町条例第２９号）の一部を別紙のとお

り改正する。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

人事院勧告及び時間外労働の割増貸金率等に関する労働基準法の改正を踏まえた、国家公

務員の一般職の職員の給与に関する法律等の一部改正に伴い、育児短時間勤務をしている職

員の給与に関する規定を追加するにあたり、本条例の一部を改正する必要が生じたためでご

ざいます。

改正内容につきましては、新旧対照表でご説明申し上げます。

１６ページをご覧ください。本条例の改正は時間外労働の割増賃金率等に関する労働基準法

の改正を踏まえた人事院勧告に基づき、紀北町一般職の給与等に関する条例の一部改正にあ

わせ、育児短時間勤務職員の給与に関する規定を明確化するものであります。

主な改正内容は、新たに第１６条として１条を追加し、育児短時間勤務をしている職員につ

いての給与条例の適用について、表により給与条例中の字句を改正することにより、明確化

を図るものであります。

なお、現在、当町では育児短時間勤務を取得している職員はおりません。

附則ですが、本条例は平成２２年４月１日から施行するものであります。

以上であります。どうかご審議のほどよろしくお願い申し上げます。
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北村博司議長

次に、議案第４号と第５号の２件についての内容説明を求めます。

谷口住民課長。

谷口房夫住民課長

それでは、議案第４号の内容説明をさせていただきます。

議案書の１８ページをご覧ください。

議案第４号 紀北町集会所条例の一部を改正する条例

紀北町集会所条例（平成１８年紀北町条例第２１号）の一部を別紙のとおり改正する。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

紀伊長島区における中州集会所を新たに建設したことに伴い、本条例の一部を改正する必

要が生じたためであります。

現在使用している中州集会所は、中州区で建設したものであり、老朽化が進み、また駐車

場もなく使い勝手も悪いことから、元小規模授産施設瑠璃ヶ浜を解体して、新たに集会所と

して建設したものであり、４月１日からの供用開始を予定しております。

それでは、条例改正の内容につきまして新旧対照表で説明します。議案書の２０ページをご

覧ください。

左が新、右側が旧であります。この条例による集会所の名称と位置につきましては、別表

第１で規定されておりまして、紀北町下地集会所の次に、名称が紀北町中州集会所、位置が

紀北町紀伊長島区東長島４６番地１を追加するものであります。

以上で、議案第４号 紀北町集会所条例の一部を改正する条例の内容説明を終わります。

谷口房夫住民課長

続きまして、議案第５号の紀北町福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例に

つきまして、内容説明をさせていただきます。議案書の２１ページをご覧ください。

議案第５号 紀北町福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例

紀北町福祉医療費の助成に関する条例（平成１７年紀北町条例第７８号）の一部を別紙のとお

り改正する。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一
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提案理由

子育て支援の一環として、乳幼児医療費の助成対象者を町単独で拡大することに伴い、本

条例の一部を改正する必要が生じたためであります。

現行の乳幼児の医療費助成につきましては、６歳に達する日以降の最初の３月３１日までの

間にあるもの、すなわち小学校へ上がる前までの乳幼児の入院、通院にかかる医療費につき

まして全額助成をしておりますが、子育て支援の一環として、本年９月１日から現行の助成

に加え、町単独で助成の対象を入院に限り、小学生まで拡大して助成をしようとするもので

あります。

なお、実施時期につきましては、拡大部分にかかる助成対象者やその医療費を把握し、支

払いするための電算システムの改修が必要となることから、９月１日からの実施としており

ます。また、この実施に伴う費用につきましては、平成２２年度の一般会計予算に計上いたし

ております。

それでは新旧対照表で改正部分の説明をさせていただきます。２３ページをご覧ください。

右が旧、左が新であります。改正理由はすべて対象を入院に限り小学生まで拡大したことに

よるものでございます。

第１条の改正では、乳幼児のあとに、及び小学生を加えるものであります。

第２条の改正では、第５項の次に、新たに第６項として小学生の定義を加えるものであり

ます。このことによりまして、これまでの第６項から第１０項を１条ずつ繰り下げるものでご

ざいます。

第３条第３項の改正につきましても、第２条の改正で新たに第６項を加えたことにより、

第５項を第６項とするものであります。対象医療費を規定した第５条の規定では、新たに第

１項第４号として小学生の入院以外、すなわち通院については助成の対象としないという規

定を追加するものであります。

２４ページをご覧ください。附則でございますが、この条例は平成２２年９月１日から施行す

るというものであります。

以上で、議案第５号の紀北町福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例の内容

説明を終わります。ご審議のほどよろしくお願いいたします。

北村博司議長

次に、議案第６号から第８号までの３件についての内容説明を求めます。

五味福祉保健課長。
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五味啓福祉保健課長

おはようございます。まず議案第６号について、ご説明を申し上げます。

議案書の２５ページをお願いいたします。

議案第６号 紀北町共同作業場条例を廃止する条例

紀北町共同作業場条例（平成１７年紀北町条例第９０号）を別紙のとおり廃止する。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

本共同作業場の設置目的に鑑み、町有施設として一定の役割は果たせたこと及び今後民間

の活力によりさらなる展開と雇用促進等につなげるため、現施設を処分するにあたり、本条

例を廃止するものである。

２６ページをご覧いただきたいと思います。

紀北町共同作業場条例を廃止する条例

紀北町共同作業場条例（平成１７年紀北町条例第９０号）は、廃止する。

附則 この条例は、公布の日から施行する。

なお、この件につきましては、昨年１月１９日に議会全員協議会におきまして、紀北町共同

作業場の今後のあり方についてということで、ご協議をさせていただきました。本施設は開

設後、約２５年を経過し、条例上の一定の目的は達成されたことが考えられること。また、現

在の使用者である民間事業者が施設の改修や改築、拡張を図りたく、町からの譲渡を希望し

ており、町としても施設の老朽化が進んでいる点と、譲渡することにより、今後より雇用拡

大等が見込めることから、町設置による共同作業所としては廃止したい旨のご説明をさせて

いただきました。

しかし、ご承知のとおりこの施設につきましては、国の補助事業により設置していること

から、国に対し財産処分を行うための申請が必要であり、手続きを進めていたところ、よう

やく本年２月５日付で厚生労働省のほうから承認を得ることができました。これを受け、今

回、本施設を廃止するための条例を上程させていただいたものであります。どうぞよろしく

ご審議をお願いいたします。

五味啓福祉保健課長

次に、議案第７号についてご説明いたします。２７ページをお願いいたします。

議案第７号 紀北町デイサービスセンターの指定管理者の指定について
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紀北町デイサービスセンターの指定管理者を次のとおり指定する。

記

１ 施設の名称 紀北町デイサービスセンター

２ 指定管理者 所在地 紀北町紀伊長島区東長島 ２０９番地９

名 称 社会福祉法人 紀北町社会福祉協議会

代表者 会 長 岡野 昇

３ 指定の期間 平成２２年４月１日から

平成２７年３月３１日まで

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

平成２２年３月３１日をもって本施設の指定期間が終了することから、現指定管理者より指定

申請書の提出があり審査したところ、紀北町デイーサビスセンターの設置目的を効果的かつ

効率的に達成することができると認められるので、「紀北町公の施設に係る指定管理者の指

定手続等にする条例」第５条の規定により選定し、次期指定管理者として指定するものであ

り、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 ２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決が

必要であるためでございます。

紀北町デイサービスセンターにつきましては、平成１８年第２回議会臨時会におきまして、

平成１８年９月１日から、平成２２年３月３１日までの３年７カ月間指定管理者として現管理者を

指定することをお認めいただきましたところであります。

指定期間の終了にあたり、前回同様に紀北町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関

する条例第５条の規定、町長は公の施設の性格、規模、機能等を考慮し、設置目的を効果的

かつ効率的に達成することができると認めるときは、公的団体等であれば公募によらず候補

者として選定することができるを適用し、社会福祉法人 紀北町社会福祉協議会を指定管理

者として指定するものであります。

なお、指定期間につきましては、法令上特段の定めもなく、数年から１０数年と、数１０年ま

で考えられますが、今回は引き続き指定することとなりますので、５カ年とさせていただき

ましたので、よろしくご審議をお願いいたします。

五味啓福祉保健課長

続きまして、議案第８号についてご説明を申し上げます。議案書の２８ページをお願いいた
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します。

議案第８号 紀北町在宅介護支援センターの指定管理者の指定について

紀北町在宅介護支援センターの指定管理者を次のとおり指定する。

記

１ 施設の名称 紀北町在宅介護支援センター

２ 指定管理者 所在地 紀北町紀伊長島区東長島 ２０９番地９

名 称 社会福祉法人 紀北町社会福祉協議会

代表者 会長 岡野 昇

３ 指定の期間 平成２２年４月１日から

平成２７年３月３１日まで

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

平成２２年３月３１日をもって本施設の指定期間が終了することから、現指定管理者より指定

申請書の提出があり審査したところ、紀北町在宅介護支援センターの設置目的を効果的かつ

効率的に達成することができると認められるので、「紀北町公の施設に係る指定管理者の指

定手続等に関する条例」第５条の規定により選定し、次期指定管理者として指定するにあた

り、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 ２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決が

必要であるためでございます。

なお、在宅介護支援センターにおきましても、デイサービスセンターと同じように、社会

福祉法人 紀北町社会福祉協議会を指定管理者と指定するものであります。指定の期間につ

きましても同様に５カ年とさせていただきました。

以上であります。どうぞよろしくご審議をお願いいたします。

北村博司議長

次に、議案第９号から第１１号までの３件についての内容説明を求めます。

中村産業振興課長。

中村高則産業振興課長

議案第９号について、ご説明申し上げます。議案書の２９ページをお願いします。

議案第９号 紀北町木材乾燥機場の指定管理者の指定について
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紀北町木材乾燥機場の指定管理者を次のとおり指定する。

記

１ 施設の名称 紀北町木材乾燥機場

２ 指定管理者 所在地 紀北町海山区相賀２０９７番地２

名 称 海山木材協同組合

代表者 代表理事 奥村 忠司

３ 指定の期間 平成２２年４月１日から

平成２７年３月３１日まで

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

平成２２年３月３１日をもって本施設の指定期間が終了することから、現指定管理者より指定

申請書の提出があり審査したところ、紀北町木材乾燥機場の設置目的を効果的かつ効率的に

達成することができると認められるので、「紀北町公の施設に係る指定管理者の指定手続等

に関する条例」第５条の規定により選定し、次期指定管理者として指定するにあたり、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第 ２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決が必要であ

るためでございます。

ご審議のうえ、ご承認いただきますようよろしくお願い申し上げます。

中村高則産業振興課長

次に、議案書の３０ページをお願いします。議案第１０号についてご説明申し上げます。

議案第１０号 紀北町林業総合センターの指定管理者の指定にっいて

紀北町林業総合センターの指定管理者を次のとおり指定する。

記

１ 施設の名称 紀北町林業総合センター

２ 指定管理者 所在地 紀北町海山区便ノ山 ２００番地

名 称 森林組合おわせ

代表者 代表理事組合長 土井 恭平

３ 指定の期間 平成２２年４月１日から

平成２７年３月３１日まで

平成２２年３月３日提出
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紀北町長 尾上壽一

提案理由

平成２２年３月３１日をもって本施設の指定期間が終了することから、現指定管理者より指定

申請書の提出があり審査したところ、紀北町林業総合センターの設置目的を効果的かつ効率

的に達成することができると認められるので、「紀北町公の施設に係る指定管理者の指定手

続等に関する条例」第５条の規定により選定し、次期指定管理者として指定するにあたり、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 ２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決が必要

であるためでございます。

ご審議のうえ、ご承認いただきますようよろしくお願い申し上げます。

中村高則産業振興課長

次に、議案書の３１ページをお願いします。議案第１１号についてご説明申し上げます。

議案第１１号 紀北町「道の駅」海山交流ホールの指定管理者の指定について

紀北町「道の駅」海山交流ホールの指定管理者を次のとおり指定する。

記

１ 施設の名称 紀北町「道の駅」海山交流ホール

２ 指定管理者 所在地 紀北町海山区相賀１４３９番地３

名 称 海山物産株式会社

代表者 代表取締役 尾崎 光紀

３ 指定の期間 平成２２年４月１日から

平成２７年３月３１日まで

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

平成２２年３月３１日をもって本施設の指定期間が終了することから、現指定管理者より指定

申請書の提出があり審査したところ、紀北町「道の駅」海山交流ホールの設置目的を効果的

かつ効率的に達成することができると認められるので、「紀北町公の施設に係る指定管理者

の指定手続等に関する条例」第５条の規定により選定し、次期指定管理者として指定するに

あたり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 ２４４条の２第６号の規定に基づき、議会の議

決が必要であるためでございます。

ご審議のうえ、ご承認いただきますようよろしくお願いいたします。
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北村博司議長

次に、議案第１２号から第１４号までの３件についての内容説明を求めます。

山本建設課長。

山本善久建設課長

それでは、議案第１２号についてご説明させていただきます。議案書の３２ページでございま

す。

議案第１２号 工事施行変更協定の締結について

次のとおり工事施行変更協定を締結したいので、議会の議決を求める。

記

１ 契約の目的 紀勢本線紀伊長島・三野瀬間 １０１ｋｍ ９００ｍ

付近古里江の浦こ線道路橋改築工事

２ 契約の方法 協定

３ 契約の金額 変更前 ９，９５８万円

変更後 ９，５５７万 １，６６１円

４ 協定の相手方 名古屋市中村区名駅一丁目３番４号

東海旅客鉄道株式会社

東海鉄道事業本部長

中村 滿

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

設計変更による変更協定の締結にあたり、「紀北町議会の議決に付すべき契約及び財産の

取得又は処分に関する条例」第２条の規定に基づき、議会の議決が必要であるためでござい

ます。

この古里江の浦線こ線道路橋改築工事につきましては、町道永長線山本踏切拡幅事業にか

かるＪＲ東海との覚書に基づき実施しているものでございますが、町道古里江の浦線道路改

良事業が、国土交通省が現在、紀伊長島区加田地内で事業中の高速自動車道紀勢線工事の工

事用運搬路としての活用が見込めることから、国土交通省において工事費の全額を負担する

ことになり、紀北町が国土交通省からの受託事業として実施しているものでございます。

うち、こ線道路橋部分につきましては、東海旅客鉄道株式会社に委託するにあたり、平成
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２０年１１月１９日の議会臨時会において、東海旅客鉄道株式会社との協定締結について、ご可決

をいただきました。現在施工しているものでございますが、施工時において積荷転落防止工

及び信号通信工等で設計変更の必要が生じましたので、協定金額を変更するにあたり、議会

の承認を求めるものでございます。

３３ページをお願いいたします。資料１でございます。協定額及び工事概要について説明さ

せていただきます。

協定の金額、変更前 ９，９５８万円、変更後 ９，５５７万 １，６６１円でございます。 ４００万 ８，３３９円

の減額でございます。工事の概要でございますけども、上部工橋長１４．５ｍ、幅員５ｍ、下部

工橋台２基でございます。なお、上部工、下部工については特に変更点はございません。

積荷転落防止工は貨物トラック等の荷物が荷崩れいたしましても、道路から鉄道敷への転

落を防ぐために設置する防護柵でございますが、変更前の延長８０ｍから変更後は６７．７ｍで、

１２．３ｍの減少でございます。変更減の理由といたしましては、平面図右下に取り付け支線道

路、破線で表示してございますが、この交差部分について一部が不要となるものでございま

す。

また、剛性防護工は、自動車等が鉄道軌道内への転落を防ぐために、コンクリート製の防

護柵でございます。変更前は延長２５ｍでございましたが、変更後は１１．３ｍとし、１３．７ｍの減

少でございます。この変更理由につきましても、さきほどの平面図右下の取り付け道路に関

連するものでございまして、一部が不要となるものでございます。

信号通信工につきましては、こ線橋の架設に伴い、鉄道事業者の通信設備に障害が発生す

る懸念があったことから、列車無線アンテナの移設費用を見込んでございましたが、橋桁架

設後の試験の結果、影響のないことが確認できたため、この移設費用を不要として削除する

ものでございます。

委託金額 ４００万 ８，３３９円の内訳でございますけれども、橋梁工のうち、積荷転落防止工と

剛性防護工の変更をあわせて、約 １７０万円の減額でございます。信号通信工のうち、橋桁架

設後の無線試験の結果、不要となったアンテナの移設費用につきましては、約 ２３０万円でご

ざいまして、これを減額するものでございます。

次に３４ページの資料２をお願いいたします。赤色着色部分が議案対象の工事箇所でござい

まして、橋梁の延長は１４．５ｍ、幅員は５ｍでございます。

次に３５ぺーの資料３でございますが、橋梁一般図でございます。これにつきましても赤色

着色部分が対象の工事箇所でございます。それぞれ橋梁構造、規格、工法等を示した図面で
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ございます。

以上で、議案第１２号の説明を終わります。

山本善久建設課長

次に３６ページからの議案第１３号について、ご説明させていただきます。

議案第１３号 紀北町道の路線認定について

道路法（昭和２７年法律第 １８０号）第８条第２項の規定により、町道の路線を次のとおり認

定する。

記

認定する路線名

１．路線名 町道中州９号線

起 点 紀北町紀伊長島区東長島字永長 ４３８番８地先

終 点 紀北町紀伊長島区東長島字永長 ４３８番１３地先

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

本路線は、以前から町有地（地目：公衆用道路）となっており、沿道に住宅、店舗等が建

設されていることから、町道として管理していく必要があるためでございます。

本路線は、以前から町有地となってございまして、沿道に住宅、店舗等が建設されてござ

います。今回、町道として認定議案の土地につきましては、どのような経緯で町有地となっ

たかは定かではございませんが、土地台帳等によりますと、土地の所在は東長島字永長 ４３８

番１で、地籍は ２１１平方メートルでございます。昭和３３年７月に民間の所有から、旧長島町

に所有権が移転され、地目は公衆用道路となってございます。現在、さきほど申し上げまし

たように住宅店舗等が建設されてございまして、地域の道路として活用されてございます。

今後は町道として管理していく必要があるためでございます。

続いて３７ページの資料について、ご説明いたします。

平面図の道路起点は赤い丸の部分でございまして、終点は同じく赤い矢印の部分でござい

ます。延長は約５０ｍで、主な幅員といたしましては４ｍでございます。

以上で、議案第１３号の内容説明を終わります。

山本善久建設課長

次に３６ページからの議案第１４号について、ご説明させていただきます。
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議案第１４号 紀北町道の路線認定について

道路法（昭和２７年法律第 １８０号）第８条第２項の規定により、町道の路線を次のとおり認

定する。

記

認定する路線名

１．路線名 町道片上１８号線

起 点 紀北町紀伊長島区東長島字政ヶ谷２４０１番７地先

終 点 紀北町紀伊長島区東長島字政ヶ谷２３９６番地先

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

提案理由

本路線は、国道４２号の改良による旧道敷地であり、沿道に住宅、店舗等が建設されている

ことから、町道として管理していく必要があるためでございます。

本議案の紀北町道の路線認定の区間につきましては、昭和４０年代前半の国道４２号の改良工

事に伴う旧道敷地でございますが、新国道の開通後から現在まで地域の道路として利用され、

沿道には住宅店舗等が建設されてございます。

また、この旧道敷地は以前は国有財産でございましたが、国有財産特別措置法の規定に基

づき、平成１５年４月には国から旧紀伊長島町に譲与されていることから、今後は町道として

管理していく必要があるためでございます。

次に資料の３９ページをご覧ください。平面図でございます。この路線につきましても、起

点は赤く丸で表示してございます。終点につきましても赤い矢印の部分でございます。延長

につきましては約 １２０ｍで、主な幅員といたしましては約５ｍでございます。

以上で、議案第１４号についての内容説明を終わらさせていただきます。

どうかよろしくお願いいたします。

北村博司議長

次に議案第１５号についての内容説明を求めます。

塩崎財政課長。

塩崎剛尚財政課長

それでは、平成２１年度紀北町一般会計補正予算（第４号）の内容について、説明させてい

ただきます。
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議案第１５号 平成２１年度紀北町一般会計補正予算（第４号）

平成２１年度紀北町の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ３，７９２万 ６，０００円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ９７億 ６，６５３万 ９，０００円とする。

２ 歳入歳出予算補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法第 ２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することがで

きる経費は、「第２表 繰越明許費」による。

（地方債の補正）

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

８ページと９ページをご覧ください。

第２表 繰越明許費であります。地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業、地域活性化

・きめ細かな臨時交付金事業など、合計５億 ７，０９３万 ４，０００円を平成２２年度に繰り越ししよ

うとするものであります。

次に、１０ページをご覧ください。第３表 地方債補正であります。過疎対策事業債ほか、

限度額を変更するものでございます。

次に、予算に関する説明書に基づき説明させていただきます。

この度の補正予算は、主に事業費の精算と国の第２次補正予算措置による地域活性化・き

め細かな臨時交付金事業の増額などであります。

それでは、１４ページをご覧ください。歳入の主なところから説明させていただきます。

第１款町税、第１項町民税、第１目個人は １，３１６万 ９，０００円の増額、第２目法人は ３４３万

６，０００円の増額、第２項、第１目固定資産税は １，５１３万 ８，０００円の増額で、それぞれ税額の

決算見込みによるものでございます。

１５ページをご覧ください。第３項、第１目軽自動車税は６万 ７，０００円の減額、第４項、第

１目町たばこ税は、 ５９５万 ８，０００円の増額で、それぞれ税額の決算見込みによるものでござ

います。
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第２款地方譲与税、第１項、第１目地方揮発油譲与税は １，１００万円の増額で、決算見込み

により増額するものでございます。

１６ページをご覧ください。第２項、第１目自動車重量譲与税は ９００万円の減額、第３項、

第１目地方道路譲与税は １，１５０万円の減額。

第３款、第１項、第１目利子割交付金は ７９５万 １，０００円の減額。

１７ページをお願いします。第４款、第１項、第１目配当割交付金は ４４４万 ５，０００円の減額、

第５款、第１項、第１目株式等譲渡所得割交付金は３３万 １，０００円の減額で、それぞれ決算見

込みにより減額するものでございます。

第６款、第１項、第１目地方消費税交付金は ２，６００万円の増額であります。決算見込みに

よるものでございます。

１８ページをご覧ください。第７款、第１項、第１目自動車取得税交付金は １，４００万円の減

額、第２目旧法による自動車取得税交付金は １００万円の減額で、それぞれ決算見込みにより

減額するものでございます。

第１１款分担金及び負担金、第２項負担金、第２目民生費負担金は ２８１万 ９，０００円の増額で

事業費の精算見込みによるものでございます。

１９ページをご覧ください。第１２款使用料及び手数料、第１項使用料、第５目商工使用料は

８２８万 ９，０００円の増額であります。主に温泉施設使用料 ２６７万 ４，０００円と、紀北町森林公園

オートキャンプ場施設使用料 ５９５万 ３，０００円の増額でありまして、決算見込みによるもので

ございます。第７目教育使用料は １０８万 ５，０００円の減額で、主に幼稚園保育料の減額であり

ます。

第２項手数料、第１目総務手数料は１５万 ４，０００円の増額であります。第３目衛生手数料は

１０万円の減額であります。第４目農林水産手数料は ７，０００円の減額であります。

２０ページをご覧ください。第１３款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目民生費負担金は

７７３万 ４，０００円の減額でありまして、事業費の精算見込みによるものでございます。第３目

教育費負担金は １５８万 ９，０００円の減額で、事業費の精算見込みによるものでございます。

第２項国庫補助金、第１目総務費補助金は２億 ８，６４４万 ３，０００円の増額であります。地域

活性化・経済危機対策臨時交付金 １４１万 ８，０００円の減額は、額の確定によるものでございま

す。地域活性化・公共投資臨時交付金１億 ２，４５６万 ９，０００円の増額は、額の確定によるもの

でございます。地域活性化・きめ細かな臨時交付金１億 ６，３２９万 ２，０００円の増額は、国の第

２次補正予算措置によるものでございます。教育施設等や集会所の整備、町道、河川、排水
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路の整備など交付金の趣旨に沿った事業に充当いたしました。

第２目民生費補助金は １，５７９万円の減額で、子育て応援特別手当交付金の減額であります。

事業の執行停止によるものでございます。

２１ページをご覧ください。第４目農林水産業費補助金は ３２８万 ８，０００円の減額、第６目土

木費補助金は６２万 １，０００円の減額でそれぞれ事業費の精算見込みによるものでございます。

第８目教育費補助金は ５，３５０万 １，０００円の増額であります。主に安全・安心な学校づくり

交付金、相賀小学校改築事業分の増額でございます。

２２ページをご覧ください。第３項委託金、第５目土木費委託金は ４，０５０万円の増額であり

ます。高速道路整備関連受託事業委託金の増額でございます。

第１４款県支出金、第１項県負担金、第２目民生費負担金は ２８３万 ４，０００円の減額でありま

して、事業費の精算見込みによるものでございます。

第２項県補助金、第１目総務費補助金は １，５９３万 ９，０００円の減額であります。主に２３ペー

ジの三重県市町村合併支援交付金の減額で事業費の精算見込みによるものでございます。

第２目民生費補助金は ３９３万 ２，０００円の増額で事業費の精算見込みによる減額と、子ども

手当等支給事業費補助金等の増額でございます。

第３目衛生費補助金は １９７万 ５，０００円の減額、第４目農林水産業費補助金は ２２８万 ３，０００

円の減額、第６目土木費補助金は １２４万円の減額、第７目消防費補助金は ３０３万 ３，０００円の

減額、２４ページの第８目教育費補助金は ４，０００円の減額、第１０目電源立地地域対策交付金は

１９４万円の減額、第１１目石油貯蔵施設立地対策交付金は６０万 ８，０００円の減額で、それぞれ事

業費の精算見込みによるものでございます。

第３項委託金、第１目総務費委託金は １１５万 ９，０００円の減額、２５ページの第６目土木費委

託金は ３４４万 ３，０００円の減額、第８目教育費委託金は３０万円の減額で、それぞれ事業費の精

算見込みによるものでございます。

２６ページをご覧ください。第１５款財産収入、第１項財産運用収入、第１目財産貸付収入は

１９万 ８，０００円の増額であります。第２目利子及び配当金は２４万 ２，０００円の増額であります。

第２項財産売払収入、第１目不動産売払収入は １，４３３万 ７，０００円の増額であります。紀北

町共同作業場土地及び建物売払代金、近畿自動車道建設工事にかかる立木売払代金及び送電

線にかかる支障木伐採代金の増額でございます。第２目物品売払収入は ７００万円の減額であ

ります。

２７ページをご覧ください。第１６款、第１項寄附金、第１目総務費寄附金は１３万円の増額で
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ありまして、ふるさと寄附金でございます。第４目農林水産業費寄附金は ３４７万 ４，０００円の

減額であります。外国人漁業技術研修事業費寄附金の減額でございます。第９目一般寄附金

は３０万円の増額でございます。

第１７款繰入金、第１項基金繰入金、第１目財政調整基金は ３，７１３万 ７，０００円の減額であり

まして基金からの繰り入れを減額するものでございます。第３目地域づくり事業基金繰入金

は４万 ６，０００円の増額であります。第７目紀北町立養護老人ホーム赤羽寮基金繰入金は １２２

万 ５，０００円の減額であります。

２８ページをご覧ください。第２項、第１目特別会計繰入金は ２，５８０万 ５，０００円の増額であ

ります。後期高齢者医療特別会計繰入金でございます。

第１９款諸収入、第１項延滞加算金及び過料、第１目延滞金は ４４５万 ２，０００円の増額であり

ます。

第２項、第１目町預金利子は２０万 ８，０００円の減額であります。

２９ページをご覧ください。第４項受託事業収入、第１目民生費受託事業収入は２７８ 万 ３，０

００円の増額で、老人ホーム入所者受託事業収入の増額でございます。第３目農林水産業費受

託事業収入は ７，０００円の減額でございます。

第５項、第６目雑入は １，１３１万 １，０００円の増額であります。主に物件の移転補償費及び落

雷火災台風１８号による災害等による町有財産の建物災害共済保険金の増額でございます。

３０ページをご覧ください。第２０款、第１項町債、第１目土木債は ６，４６０万円の減額で、主

に町道古里江の浦線等改良事業債の減額でございます。

３１ページをご覧ください。第７目消防債は２０万円の減額であります。第８目教育債は２億

６，４９０万円の減額でありまして、主に小学校施設改築事業債の減額でございます。

これで歳入予算の説明を終わらせていただきます。

次に歳出予算の主なところについて説明いたします。３２ページをご覧ください。

第１款、第１項、第１目議会費は１４万 ２，０００円の減額であります。

第２款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費は ３，６０８万 １，０００円の増額でありま

す。市町退職手当組合負担金 ４，４６０万円の増額と、臨時職員賃金及び事業費等の精算による

ものでございます。

３３ページをご覧ください。第２目文書広報費は２３万円の減額であります。第３目財政管理

費は ３４９万 ３，０００円の減額でありまして、財務会計システム運営事業費の減額でございます。

第５目財産管理費は ５，１９１万 ６，０００円の増額であります。基金管理事業費の増額は ２，０５９万
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７，０００円でありまして、財政調整基金、地域づくり事業基金、福祉事業基金、ふるさと応援

基金に積み立てるものでございます。

地域活性化・きめ細かな臨時交付金事業、住民関係分 ３，１３１万 ９，０００円の増額は大原集会

所新築事業費及び地区集会所の改修事業費であります。第６目企画費は ６１９万 １，０００円の減

額であります。事業費の精算見込みによる減額でございます。

３４ページをご覧ください。第１１目一般訴訟費は６７万円の減額であります。水道関係訴訟費

等の減額でございます。

３５ページをご覧ください。第２項徴税費、第１目税務総務費は８１万 ５，０００円の減額であり

まして、職員人件費の減額でございます。

３６ページをお願いします。第３項、第１目戸籍住民基本台帳費は １５０万円の減額で、職員

人件費等の減額でございます。

第４項選挙費、第１目選挙管理委員会費は９万円の減額で、職員人件費の減額でございま

す。第３目町長選挙費は １７５万 ４，０００円の減額、３７ページの第５目農業委員選挙費は ２０５万

４，０００円の減額、第６目衆議院議員選挙費は ２５２万 １，０００円の減額、３８ページの第８目最高

裁判所裁判官国民審査費は１万 ７，０００円の減額でありまして、それぞれ事業費の精算見込み

による減額でございます。

第５項統計調査費、第２目指定統計費は６５万 ８，０００円の減額で、事業費の精算見込みによ

る減額でございます。

３９ページをご覧ください。第３款民生費、第１項社会福祉費、第１目社会福祉総務費は、

１，２６２万 １，０００円の増額でありまして、主に紀北広域連合運営事業負担金等の増額でござい

ます。第３目身体障害者福祉費は １２７万 ７，０００円の減額でありまして、事業費の精算見込み

によるものでございます。

４０ページをご覧ください。第４目国民年金事務費は１４万 ９，０００円の減額であります。第２

項老人福祉費、第１目老人福祉総務費は ７１６万円の減額であります。主に事業費の精算見込

みによる減額でございます。

４１ページの地域活性化・きめ細かな臨時交付金事業福祉保健関係分 ２５８万 ３，０００円の増額

は、老人福祉センターの浄化槽の修繕工事費でございます。第２目養護老人ホーム費は ２６５

万円の減額でありまして職員人件費及び事業費等の精算見込みによるものでございます。

第３項児童福祉費、第１目児童福祉総務費は １，５３７万 ８，０００円の減額でありまして、子育

て応援特別手当支給事業費の減額であります。事業の執行停止によるものでございます。
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４２ページをご覧ください。第２目保育所費は ３７６万 ６，０００円の減額でありまして、事業費

等の精算見込みによるものでございます。第３目児童措置費は １５２万円の減額で事業費の精

算見込みによる減額と、子ども手当等支給事業費 ４２６万円の増額でございます。

４３ページをご覧ください。第４款衛生費、第１項保健衛生費、第１目保健衛生総務費は、

５２７万 ７，０００円の減額で職員人件費等の減額でございます。第２目予防費は １１５万 １，０００円

の減額で、事業費の精算見込みによるものでございます。

第２項清掃費、第１目清掃総務費は ２６４万 ７，０００円の減額で、職員人件費等の減額でござ

います。４４ページをご覧ください。第２目塵芥処理費は ６５５万 ７，０００円の減額であります。

事業費の精算見込みによるものでございます。

第５款農林水産業費、第１項農業費、第２目農業総務費は ７８１万円の増額で職員人件費の

減額と、４５ページの地域活性化・きめ細かな臨時交付金事業農政関係分 ８００万 ５，０００円の増

額で、ふるさと樹園地農道改修及び小山浦農村広場公園木柵修繕工事費でございます。第５

目農地費は財源を更正するものでございます。

第２項林業費、第１目林業総務費は６５万 ４，０００円の減額で、職員人件費の減額でございま

す。第３目林業施設費は ２３１万 ２，０００円の増額で、地域活性化・きめ細かな臨時交付金事業

林政関係分の増額でありまして、林業総合センター研修室外壁修繕工事費でございます。第

４目町有林造成費は １６４万 ２，０００円の減額で、職員人件費及び事業費の精算見込みによるも

のでございます。４６ページ、第５目分収造林費は ７，０００円の減額でございます。

４７ページをご覧ください。第３項水産業費、第１目水産業総務費は９７万 ９，０００円の減額で、

職員人件費の減額でございます。第２目水産業振興費は ７０６万 ２，０００円の減額で、三重外湾

漁協助成事業費の増額と、事業費の精算見込みによる減額でございます。第３目漁港管理費

は ４８０万円の減額で、事業費の精算見込みによるものでございます。

４８ページの第６款、第１項商工費、第１目商工総務費は２４万 ２，０００円の減額で、職員人件

費の減額でございます。第２目商工業振興費は財源更正でございます。

第３目観光費は ９１８万 ４，０００円の増額であります。主なものとしまして紀北町森林公園オ

ートキャンプ場管理運営費は ４３３万 ５，０００円の増額でありまして、指定管理協定に基づく報

償費の増額でございます。

４９ページ、地域活性化・きめ細かな臨時交付金事業観光関係分は ４９０万 ５，０００円の増額で

ありまして、体験型イベント交流施設体育館の屋根修繕工事費等でございます。

第７款土木費、第１項土木管理費、第１目土木総務費は１億 ９６０万 ４，０００円の増額でござ
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います。人件費の減額と地域活性化・きめ細かな臨時交付金事業建設関係分１億 １，２２０万円

の増額でありまして、橋りょう整備事業分としまして ２，５００万円、町道道路改良事業費分と

しまして ３，８７０万円、町道道路舗装事業費としまして ２，０００万円、下排水路整備事業費とし

まして ９００万円、河川整備事業費としまして １，９５０万円でございます。

５０ページの第２項道路橋りょう費、第１目道路橋りょう総務費は、２８万 ９，０００円の減額で

ございます。第２目道路橋りょう維持費は１６万 ５，０００円の減額でございます。第３目道路橋

りょう新設改良費は ５，４３３万円の減額でございます。町道茂原前山線整備事業費と町道の整

備事業費の精算見込みによるもの、及び町道古里江の浦線等改良事業費の一部を高速道路整

備関連受託事業費への組み替えによる減額でございます。

５１ページをご覧ください。第３項河川費、第１目河川総務費は６３万 ５，０００円の減額で、負

担金及び事業費の精算見込みによるものでございます。

第４項港湾費、第１目港湾管理費は ４１４万円の減額で、額の確定見込みによる負担金及び

港湾環境清掃業務委託事業費の精算見込みによる減額でございます。

５２ページの第５項都市計画費、第２目公園費は２０万 ５，０００円の減額でございます。第４目

高速道路関連費は ４，０５０万円の増額でありまして、町道古里江の浦線の組み替えによる高速

道路整備関連受託事業費の増額でございます。

第６項住宅費、第１目住宅管理費は ３０１万 １，０００円の減額でありまして、事業費の精算見

込みによるものでございます。

５３ページをご覧ください。第８款、第１項消防費、第１目常備消防費は ６９６万円の増額で

ありまして三重紀北消防組合負担金の増額でございます。第２目非常備消防費は１１万 ２，０００

円の減額、第３目消防施設費は ２２４万 ５，０００円の減額、第５目災害対策費は ７０５万 ７，０００円

の減額で、それぞれ事業費の精算見込みによるものでございます。

５４ページをご覧ください。第９款教育費、第１項教育総務費、第２目事務局費は、 ２７５万

９，０００円の減額でありまして職員の人件費等の減額でございます。第３目教育振興費は ８９９

万 ９，０００円の増額でありまして、事業費の精算見込みによる減額と、地域活性化・きめ細か

な臨時交付金事業学校教育関係分 １，９６０万 ７，０００円の増額でありまして、小学校等の教育施

設の改修工事費等でございます。第４目奨学費は２４万円の減額でありまして、事業費の精算

見込みによるものでございます。

５５ページをご覧ください。第２項小学校費、第１目学校管理費は １，８６２万 ５，０００円の減額

で、太陽光発電導入事業費等の精算見込みによるものでございます。第２目教育振興費は４６
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万 ４，０００円の減額であります。事業費の精算見込みによるものでございます。第３目学校建

設費は ８，６４９万 １，０００円の減額でありまして、相賀小学校改築事業費の減額でありまして、

入札差金等事業費の精算見込みによるものでございます。

５６ページをご覧ください。第３項中学校費、第１目学校管理費は ４６７万 ６，０００円の減額で

ありまして、特別支援学級生徒介助教員設置事業費 １０７万 ４，０００円の増額と、紀北中学校移

転事業費委託料等の減額でございます。第２目教育振興費は４４万 ７，０００円の減額でありまし

て、事業費の精算見込みによるものでございます。

第４項、第１目幼稚園費は ６３５万 ３，０００円の減額でありまして、職員人件費等の減額でご

ざいます。

５７ページをご覧ください。第５項社会教育費、第１目社会教育総務費は ３，６４０万 １，０００円

の増額でありまして、事業費の精算見込みによる減額と、地域活性化・きめ細かな臨時交付

金事業生涯学習関係分 ３，７３１万 ６，０００円の増額でありまして、海山公民館、東長島公民館の

調光卓放送設備取替工事費等でございます。第２目公民館費は財源更正でございます。

５８ページをご覧ください。第４目文化財調査費は３６万 ３，０００円の減額でありまして、事業

費の精算見込みによるものでございます。

第６項保健体育費、第１目保健体育総務費は４８万 ５，０００円の増額でありまして全国大会、

東海大会選手派遣補助金の増額でございます。第２目給食施設費は １９０万 ２，０００円の減額で

ありまして、職員人件費等の減額でございます。第３目体育施設費は財源の更正でございま

す。

５９ページをご覧ください。第１０款災害復旧費、第２項農林水産施設災害復旧費、第３目林

業施設災害復旧費は３６万 ８，０００円の減額でありまして、事業費の精算見込みによるものでご

ざいます。

第１１款、第１項公債費、第１目元金は９万 ２，０００円の増額であります。第２目利子は ７１０

万 ９，０００円の減額で、精算見込みによるものでございます。

合計の６１ページをお願いします。地方債合計欄の前年度末現在高は １２２億 ６，７７８万 ５，０００

円でありまして、当該年度中の起債見込額は１１億 ３，１４０万円であります。元金の償還が１４億

４，０８４万 ６，０００円でありまして、その結果、当該年度末の現在高見込額としまして、 １１９億

５，８３３万 ９，０００円となります。

６２ページの給与費明細をご覧ください。比較の欄、特別職共済費５８万円の減額及びその他

特別職の報酬 １４７万 ３，０００円の減額につきましては、精算見込みによるものでございます。
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６３ページの一般職の総括の表をお願いします。比較の欄、職員数で１名の減、給与費で、

２，３５４万 ６，０００円の減額、共済費 ４５４万 １，０００円の減額、合計 ２，８０８万 ７，０００円の減額は人

件費の精算見込みによるものでございます。

以上で、平成２１年度紀北町一般会計補正予算（第４号）の説明を終わらさせていただきま

す。よろしくお願いします。

北村博司議長

まだあとございますけれども、昼食のため午後１時まで休憩いたします。

（午後 ０時 ００分）

北村博司議長

それでは休憩前に引き続いて、会議を再開します。

（午後 １時 ００分）

北村博司議長

次に、議案第１６号と第１７号の２件について、内容説明を求めます。

谷口住民課長。

谷口房夫住民課長

それでは、議案第１６号の平成２１年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

の内容につきまして、説明させていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。

議案第１６号 平成２１年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

平成２１年度紀北町の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところ

による。
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（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ １，２７０万 ９，０００円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ２７億 ９，３２６万円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書に基づき説明させていただきます。

歳入から説明をさせていただきます。

６ページをご覧ください。第４款国庫支出金、第２項国庫補助金、第２目高齢者医療制度

円滑導入事業費補助金につきましては９万 ２，０００円増額するものですが、国におきましては

７０歳から７４歳までの高齢受給者につきましては、医療費の自己負担率を１割から２割に増や

すことが決められておりますが、現下の社会情勢等から平成２２年度におきましても１割に据

え置くことが決定されたことに伴い、高額受給者証の更新のための経費が交付されることに

なったことによるものであります。

第１２款諸収入、第４項雑入、第７目雑入でありますが、 １，２６１万 ７，０００円増額して １，２６１

万 ８，０００円とさせていただくものであります。その内訳でございますが、診療報酬支払基金

造成積立金の返還金として １，０９１万 ９，０００円、介護従事者処遇改善臨時特例交付金として、

１６９万 ８，０００円それぞれ増額するものです。

診療報酬支払基金造成積立金の返還金の増額につきましては、昭和３６年度に今後の診療報

酬の支払いの増加に備えるため、三重県国民健康保険団体連合会におきまして診療報酬支払

基金を設け、各市町村は昭和３７年度から昭和４１年度までの５年間、毎年預託をし、預託金の

利息も含めその総額は４億 ３，２９１万 ７，５４０円にもなっております。ただ、これまでこの基金

を取り崩すことなく現在に至っておりますが、近年、三重県国民健康保険団体連合会が医療

機関等に支払う診療報酬は月額約 ４００億円にも及んでおりますことから、約４億円の基金を

持っていても対応できないこと、また各市町の国保財政も厳しいことから、先の三重県国民

健康保険団体連合会の理事会におきまして、各市町に返還することが決定されたことにより

受け入れることになったものであります。本町の預託金は旧両町分の合計額 ２５７万 ６，４００円

と、預託金利子合計額 ８３４万 ２，１８２円で、その総額は １，０９１万 ８，５８２円であり、この総額を

受け入れるものであります。
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また、介護従事者処遇改善臨時特例交付金ですが、国の介護従事者の処遇改善のための緊

急特別措置として実施されるもので、平成２１年度の介護報酬がこのこと等によりプラス３％

改定されることに伴い、介護保険料の急激な上昇を抑制する措置として市町村等に交付され

るもので、介護保険加入者の負担増を国費により軽減しようとするものであり、この交付金

を一旦財政調整基金に積み立て、平成２２年度に取り崩し、社会保険診療報酬支払基金に支払

う介護給付費納付金の財源に充当するものであります。

続きまして、歳出の説明をさせていただきます。７ページをご覧ください。

第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費は一般事務事業費として９万 ２，０００

円増額するものですが、歳入のところでも説明させていただきましたように、国におきまし

ては７０歳から７４歳までの高齢受給者につきましては、医療費の自己負担率を１割から２割に

増やすことが決められておりますが、現下の社会情勢等から平成２２年度におきましても１割

に据え置くことが決定されたことに伴いまして、高額受給者証を対象者の方に送付するため

の経費を計上いたしております。

第８款保健事業費、第２項保健事業費、第１目保健衛生普及費につきましては１万 ８，０００

円増額して ３８７万 ８，０００円とさせていただくものでありますが、三重県国民健康保険団体連

合会が事業主体となって実施したバランスボール等を使った筋力維持向上のための運動やバ

ランスのとれた食事の講和の受講と、試食、血圧測定など健康チェックと古里温泉への入浴

など地元の温泉を活用した健康づくり事業への負担金を精算するものであります。

８ページをご覧ください。第９款基金積立金、第１項基金積立金、第１目財政調整基金積

立金につきましては １，２５９万 ９，０００円増額して、 ４，０６４万 ３，０００円とさせていただくもので

あります。この積立金につきましては歳入の雑入のところで説明させていただきましたよう

に、介護従事者処遇改善臨時特例交付金分 １６９万 ８，０００円と診療報酬支払基金造成積立金返

還分 １，０９１万 ９，０００円の積み立て等、補正予算の財源調整のため当基金から１万 ８，０００円を

取り崩し、差し引いた １，２５９万 ９，０００円の積み立てを行うものであります。

以上で、議案第１６号 平成２１年度紀北町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）の

説明を終わります。

谷口房夫住民課長

続きまして、議案第１７号 平成２１年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）

の内容につきまして、説明させていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。
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議案第１７号 平成２１年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）

平成２１年度紀北町の後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ １，６９８万 １，０００円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ５億７３万円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書に基づき説明させていただきます。

歳入から説明させていただきます。本予算の補正につきましては歳入歳出も含め、すべて

確定あるいは決算見込みによる補正であります。

それでは６ページをご覧ください。第１款後期高齢者医療保険料、第１項後期高齢者医療

保険料、第１目特別徴収保険料、第２目普通徴収保険料につきましてはいずれも三重県後期

高齢者医療広域連合からの決算見込み数値により、特別徴収保険料につきましては １，７５９万

７，０００円の減、普通徴収保険料につきましては １，４９６万 ３，０００円の増額をさせていただくも

のであります。

第２款使用料及び手数料、第１項手数料、第２目督促手数料の １，０００円の増額補正につき

ましては、普通徴収保険料の滞納者に対する督促手数料を計上いたしております。

第４款繰入金、第１項一般会計繰入金、第１目事務費繰入金、７ページの第２目の保険基

盤安定繰入金につきましてはいずれも三重県後期高齢者医療広域連合からの決算見込み数値

により、事務費繰入金につきましては ３２３万 ８，０００円の減額、保険基盤安定繰入金につきま

しても ２９５万 ３，０００円の減額に伴い、一般会計からの繰入金を補正するものであります。

第６款諸収入、第５項雑入、第５目雑入につきましては ２，５８０万 ５，０００円増額するもので

ありますが、三重県後期高齢者医療広域連合からの確定数値により、平成２０年度の療養給付

費負担金の精算金を計上いたしております。

次に歳出につきまして説明させていただきます。８ページをご覧ください。

第２款後期高齢者医療広域連合納付金、第１項後期高齢者医療広域連合納付金、第１目後

期高齢者医療広域連合納付金につきましては、三重県後期高齢者医療広域連合からの決算見
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込み数値により ８８２万 ４，０００円減額して、４億 ５，８３８万 ２，０００円とさせていただくものであ

ります。

第４款諸支出金、第２項繰出金、第１目他会計繰出金につきましては ２，５８０万 ５，０００円増

額して、 ２，９９２万 ２，０００円とさせていただくものですが、歳入のところでも説明させていた

だきましたように、平成２０年度の療養給付費負担金に精算金が生じましたので、これを一般

会計に繰り出すものであります。

以上で、議案第１７号 平成２１年度紀北町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）の説

明を終わります。ご審議のほどよろしくお願いいたします。

北村博司議長

次に、議案第１８号についての内容説明を求めます。

五味福祉保健課長。

五味啓福祉保健課長

それでは、議案第１８号 平成２１年度紀北町介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）

について、ご説明いたします。

予算書の１ページをお願いします。

議案第１８号 平成２１年度紀北町介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）

平成２１年度紀北町の介護サービス事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ４３３万 ９，０００円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１億 ８，２４９万 ６，０００円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書に基づきご説明をさせていただきます。

歳入予算からご説明いたします。６ページをお願いいたします。

第１款サービス収入、第１項介護給付費収入は ３８５万 ６，０００円を増額するものでありまし

て、第１目居宅介護サービス費収入 ６８１万 ９，０００円の増額は、第１節の短期入所生活介護費

収入、ショートステイの収入で、保険者収入が ５５７万円と利用者収入につきましては １２４万
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９，０００円の増額であります。

続きまして、第２目施設介護サービス費収入は ２９６万 ３，０００円を減額するものでありまし

て、第１節の施設介護サービス費収入の保険者収入 ２４７万 ５，０００円と利用者収入４８万 ８，０００

円をそれぞれ減額するものであります。

次に、第５款繰入金、第１項基金繰入金は ８１９万 ５，０００円を減額するものでありまして、

当初予定しておりました基金からの繰入金を全額減するものであります。

続きまして、歳出予算についてご説明いたします。７ページをお願いいたします。

第１款総務費、第１項施設管理費は ４３３万 ９，０００円の減額でありまして、第１目の一般管

理費を減額するもので、職員人件費におきまして職員手当等７０万円、臨時職員賃金で共済費

８５万円、賃金９５万円の減額と老人ホーム管理運営事業の １８３万 ９，０００円の減額につきまして

は、三重県等の調整の結果、河川敷の無償払い下げが困難となったことから、赤羽川廃川敷

境界確定等業務委託料の減額をするものでございます。

以上であります。よろしくご審議をお願いいたします。

北村博司議長

次に、議案第１９号についての内容説明を求めます。

村島水道課長。

村島成幸水道課長

議案第１９号 平成２１年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）を説明させていただきま

す。

水道事業会計の予算書をお願いいたします。

１ページをお願いいたします。

議案第１９号 平成２１年度紀北町水道事業会計補正予算（第２号）

（総則）

第１条 平成２１年度紀北町水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。

（収益的支出）

第２条 平成２１年度紀北町水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収

益的支出の予定額を次のとおり補正する。

（支出）第１款 水道事業費用、第５項特別損失 ４１１万 ８，０００円を増額して ４１４万 ８，０００

円にするものであります。
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（資本的収入及び支出）

第３条 予算第４条本文括弧書きを、（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１

億 ８，５９５万円は、過年度分損益勘定留保資金等で補てんするものとする。） に改め、資本的

収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（収入）第１款 資本的収入は １，０１３万 ６，０００円を減額するもので、第１項負担金 ８１３万

６，０００円減額し、２億 ２，７７２万 １，０００円に、第３項企業債は ２００万円を減額して１億 １，０９０

万円に。

（支出）第１款資本的支出は第１項建設改良費で １，３３９万 ８，０００円を減額して４億 ２，８９８

万 ６，０００円にするものであります。

２ページをお願いいたします。

（企業債）

第４条 予算第５条に定めた限度額を、次のように改める。

簡易水道事業債、過疎対策事業債それぞれ １００万円を減額して、計１億 １，０９０万円にする

ものであります。起債の方法、利率、償還の方法につきましては記載のとおりであります。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

詳細につきましては、９ページからの実施計画説明書で説明いたします。

９ページをお願いいたします。

収益的支出、第１款水道事業費用、第５項特別損失、第１目過年度損益修正損の ４１１万 ８，

０００ 円の増額は、水道料金未収金のうち時効になっているものの中で、死亡で徴収不可能な

ものを不納欠損として処理いたしたく計上いたしました。今回は５０名について欠損処理を行

うものであります。

１０ページをお願いいたします。

資本的収入及び支出

収入、第１款資本的収入、第１項負担金、第１目負担金 ８１３万 ６，０００円の減額は、馬瀬浄

水場移転工事にかかる国交省からの移転補償料の確定による減額であります。

第３項企業債、第１目企業債 ２００万円の減額は、古里道瀬簡易水道統合整備事業など４事

業の事業費の精算による企業債借入の減額でございます。簡易水道事業債、過疎対策事業債

それぞれ １００万円を減額するものであります。

１１ページをお願いいたします。
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支出であります。第１款資本的支出、第１項建設改良費 １，３３９万 ８，０００円の減額は、第１

目上水道改良費で ７５０万円の減額です。内容は３事業の工事設計業務委託費の精算によりま

す減額であります。

第３目簡易水道改良費 ５８９万 ８，０００円の減額で、内容は馬瀬浄水場移転工事用備消耗品費

２００万円の減額、これは国土交通省の補償費の確定によるものであります。

委託料の６１万 ９，０００円の減額は、４つの事業の精算によるものであります。工事請負費の

うち ３２７万 ９，０００円の減額におきましても、精算によるものでありますが、町道茂原前山線

配水管布設替え工事は ６４６万 ５，０００円の増額となっております。これは設計する前にですね、

配水管の一部が民地に配管されることが判明し、土地所有者から強い移設の要望があったた

め、配水管の移設工事費として増額いたしました。以上で水道事業補正予算第２号の説明を

終わります。どうぞよろしくお願いいたします。

北村博司議長

次に、議案第２０号についての内容説明を求めます。

塩崎財政課長。

塩崎剛尚財政課長

それでは、平成２２年度紀北町一般会計当初予算の内容について、ご説明いたします。

議案第２０号 平成２２年度紀北町一般会計予算

平成２２年度紀北町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９１億 １，８２８万 ２，０００円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法第 ２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第 ２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最高額は、１０億

５７



円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第 ２２０条第２項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る

予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

続きまして、８ページをご覧ください。

第２表 債務負担行為であります。複写機賃貸借契約など、合わせまして７事項でござい

ます。

続きまして、９ページをご覧ください。

第３表 地方債であります。限度額は過疎対策事業債ほか合計１７億 ４，３００万円であります。

それでは、予算に関する説明書に基づき説明させていただきます。

歳入予算の主なところについて説明させていただきます。１２ページをご覧ください。

第１款町税、第１項町民税、第１目個人は６億 ２，１９４万 ６，０００円であります。前年度に比

較しまして２４万 ６，０００円の増額であります。前年とほぼ同額を見込んだものでございます。

第２目法人は ８，５９８万 ９，０００円であります。前年度に比較しまして２１万 １，０００円の減額であ

ります。

第２項、第１目固定資産税は６億 ６，３７９万 ４，０００円であります。前年度に比較しまして、

２，２６２万 ９，０００円の増額であります。１３ページをご覧ください。第２目国有資産等所在市町

村交付金及び納付金は １，７４４万 ８，０００円で、前年度に比較しまして９１万 ３，０００円の減額であ

ります。森林管理署、三重県及び企業庁からの交付金であります。

第３項、第１目軽自動車税は ３，７９２万 １，０００円で、前年度に比較しまして ３，０００円の減額

であります。

第４項、第１目町たばこ税は１億 １，８６２万円で、前年度に比較しまして ２７２万円の増額を

見込んだものでございます。

１４ページをご覧ください。第２款地方譲与税、第１項、第１目地方揮発油譲与税は ２，２００

万円を見込んだものでございます。第２項、第１目自動車重量譲与税は ６，４００万円で、前年

度に比べ ７００万円の減額を見込みました。
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１５ページをご覧ください。第３款、第１項、第１目利子割交付金は ７０６万 ７，０００円で、前

年度に比べ ７０７万 ４，０００円の減額を見込みました。

第４款、第１項、第１目配当割交付金は ２６８万 ５，０００円で、前年度に比べ ３８４万 ６，０００円

の減額を見込みました。

１６ページをご覧ください。第５款、第１項、第１目、株式等譲渡所得割交付金は、 １０９万

４，０００円で前年度に比べ３３万 １，０００円の減額を見込みました。

第６款、第１項、第１目地方消費税交付金は１億 ５，０００万円で、前年度に比べ ４００万円の

増額を見込みました。

第７款、第１項、第１目自動車取得税交付金は ３，０００万円で、前年度に比べ ２，７００万円の

減額を見込んだものでございます。

１７ページをご覧ください。第８款、第１項、第１目地方特例交付金は ２，０００万円で、前年

度に比べ １，２００万円の増額を見込みました。児童手当特例交付金及び自動車取得税などの減

収補てん特例交付金でございます。

第９款、第１項、第１目地方交付税は３５億円であります。このうち普通交付税は３３億円、

特別交付税は２億円であります。普通交付税につきましては２億円の減額を見込んだもので

ありますが、交付税算入の起債償還にかかる減額分と、臨時財政対策債への振り替えを見込

んだものでございます。

１８ページをご覧ください。第１０款、第１項、第１目交通安全対策特別交付金は ２４０万円で、

前年度と同額を見込んだものでございます。

第１１款分担金及び負担金、第１項分担金、第１目農林水産業費分担金は５万円で、前年度

と同額でございます。

第２項負担金、第２目民生費負担金は ９，９３０万 ５，０００円であります。主なものとしまして

私立保育所保育料負担金 ７，８８６万 ７，０００円、１９ページの配食サービス事業個人負担金 ４３５万

３，０００円、老人ホーム入所負担金の赤羽寮分 １，０８７万 １，０００円であります。

第１２款使用料及び手数料、第１項使用料、第１目総務使用料は８３万 ４，０００円で前年度と同

額でございます。第２目民生使用料は１万 １，０００円で、老人福祉センターの使用料でござい

ます。第３目衛生使用料は ８６１万 １，０００円で、主なものとしまして一般廃棄物処理施設使用

料 ４３２万円でございます。

２０ページをご覧ください。第４目農林水産使用料は １４０万 ７，０００円で、前年度と同額でご

ざいます。第５目商工使用料は ５，９１３万 ７，０００円で、主なものとしまして古里温泉施設使用
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料は ２，６４９万 ５，０００円、紀北町森林公園オートキャンプ場施設使用料は ３，０００万円でござい

ます。

第６目土木使用料は ５，２５１万 ６，０００円で、主なものとしまして町営住宅の使用料 ４，５２０万

２，０００円でございます。第７目教育使用料は ８８８万 １，０００円で、主なものとしまして幼稚園

保育料 ５９１万 ３，０００円でございます。

２１ページをご覧ください。第２項手数料、第１目総務手数料は ９３５万 ６，０００円で、主なも

のとしまして戸籍手数料 ４５８万 ８，０００円、住民票手数料 ２０６万円でございます。

２２ページをご覧ください。第３目衛生手数料は １２２万円であります。第４目農林水産手数

料は１万 ７，０００円であります。

第１３款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目民生費負担金は５億 ３，６８９万 ３，０００円であ

ります。主なものとしまして障害者自立支援給付費負担金１億 ８９１万 ２，０００円、保育所運営

費負担金１億 １，０８９万 ７，０００円、子ども手当等負担金３億 ６４２万 ８，０００円であります。第３

目教育費負担金は ６８１万 １，０００円で安全・安心な学校づくり負担金相賀小学校改築事業分で

ございます。

２３ページをご覧ください。第２項国庫補助金、第２目民生費補助金は ４，３３２万 ７，０００円で、

主なものとしまして障害者地域生活支援事業費等補助金 ５９４万 ８，０００円、介護基盤緊急整備

等特別対策事業費補助金 ２，６２５万円、施設開設準備経費助成等特別対策事業補助金 １，０８０万

円であります。第３目衛生費補助金は ９８２万 ５，０００円で、主なものとしまして循環型社会形

成推進交付金 ８４７万 ７，０００円であります。第４目農林水産業費補助金は ３，３３６万 ３，０００円で、

主なものとしまして美しい森づくり基盤整備交付金 ２，９３６万 ３，０００円であります。第６目土

木費補助金は ２９７万 １，０００円であります。第８目教育費補助金は２億 ４，５７６万 １，０００円で、

主なものとしまして安全・安心な学校づくり交付金地震補強事業分１億 ２，４８７万 ３，０００円と

２４ページの相賀小学校改築事業分１億 １，４８５万 １，０００円であります。

第３項委託金、第１目総務費委託金は６２万 １，０００円であります。第２目民生費委託金は、

６２２万 ４，０００円で主なものとしまして国民年金事務委託金 ４８０万 ４，０００円、子ども手当等事

務取扱委託金 １３９万 ７，０００円であります。

２５ページをご覧ください。第１４款県支出金、第１項県負担金、第１目総務費負担金は １２８

万円であります。第２目民生費負担金は２億 ４，８３１万円であります。主なものとしまして国

民健康保険基盤安定事業費負担金 ５，３４２万 ８，０００円、障害者介護給付費負担金 ５，３２０万円、

後期高齢者医療保険基盤安定事業費負担金 ５，２０１万 ３，０００円、保育所運営費負担金 ５，５４４万
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８，０００円、子ども手当等負担金 ３，１６５万 ６，０００円であります。

第２項県補助金、第１目総務費補助金は ２，１４９万 ４，０００円であります。主なものとしまし

て三重県バス運行対策費補助金は ７０３万 ３，０００円、三重県市町村合併支援交付金は １，２５０万

円で相賀小学校の改築事業費に充当いたすものでございます。第２目民生費補助金は ６，１１１

万 ５，０００円であります。主なものとしまして心身障害者医療費補助金 ３，２４７万円、一人親家

庭等医療費補助金 ７２７万円、２６ページの乳幼児医療費補助金 ８４１万円、子育て支援センター

事業費補助金は ６３６万 １，０００円であります。第３目衛生費補助金は １，１７７万 ４，０００円であり

ます。主なものとしまして浄化槽設置促進事業費補助金 ８４７万 ７，０００円、妊婦健康診査臨時

特例交付金 ２６５万円であります。第４目農林水産業費補助金は１億 ５，５９６万 ２，０００円であり

ます。主なものとしまして造林事業費補助金は １，１７９万円で町有林造成事業費に充当いたし

ます。森林整備加速化・林業再生基金事業費補助金は１億 １，２５０万円、高齢林整備間伐促進

事業費補助金は ２，０５５万 ４，０００円であります。

２７ページをご覧ください。第５目商工費補助金は ５，３７９万 ６，０００円であります。主なもの

としましてふるさと雇用再生特別交付金 ２，７４０万 １，０００円、緊急雇用創出事業臨時特例交付

金 ２，４１８万 ３，０００円で、国の雇用対策措置によるものでございます。第６目土木費補助金は

２８９万 ６，０００円であります。第７目消防費補助金は ２７６万 ９，０００円で、緊急地震対策促進事

業費補助金であり、津波避難路等の整備費に充当いたします。第８目教育費補助金は １７２万

８，０００円であります。第１０目電源立地地域対策交付金は １，２３０万円で、消防団詰所建設費及

び小型動力ポンプ付積載車購入費に充当いたします。

２８ページをご覧ください。第３項委託金、第１目総務費委託金は ６，１０１万 ６，０００円であり

ます。主なものとしまして県民税徴収取扱委託金は ２，６１４万 ５，０００円で、税務一般事務費等

に充当いたします。参議院議員選挙執行委託金は １，５８８万 ４，０００円、国勢調査市町交付金は

９７３万円であります。第４目農林水産業費委託金は １８３万円であります。第６目土木費委託

金は １，５１２万 ２，０００円であります。主なものとしまして海岸清掃委託金 ３１３万 ６，０００円、港

湾清掃委託金 ６４９万 ６，０００円、江の浦橋管理委託金 ４６５万 ８，０００円であります。第７目消防

費委託金は １２８万 ７，０００円であります。

２９ページをご覧ください。第９目交通災害共済事業委託金は １８０万円であります。

第１５款財産収入、第１項財産運用収入、第１目財産貸付収入は ５４０万 ３，０００円で、町有地

の貸付収入等でございます。第２目利子及び配当金は ３５３万 １，０００円で、利子につきまして

は各種基金の運用利息でございます。
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３０ページをご覧ください。第２項財産売払収入、第２目物品売払収入は ２００万円でありま

す。

第１６款、第１項寄附金、第１目総務費寄附金は １００万円であります。第４目農林水産業費

寄附金は ８１１万 ６，０００円であります。外国人漁業技術研修事業費寄附金であります。

３１ページをご覧ください。第１７款繰入金、第１項基金繰入金、第４目福祉事業基金繰入金

は ４９３万 ９，０００円で老人福祉特別対策事業の長寿祝金と寝たきり老人等福祉保健手当等に充

当いたすものでございます。第７目紀北町立養護老人ホーム赤羽寮基金繰入金は ８６４万 １，０

００円でスプリンクラー設置工事費に充当いたすものでございます。第８目庁舎等改築及び改

修基金繰入金は ２４０万円で、本庁舎移転等に伴う土地購入費に充当するものでございます。

第１６目災害援護資金償還事業基金繰入金は ５，４７７万 ３，０００円で、災害援護資金償還事業費に

充当するものでございます。

３２ページをご覧ください。第１７目交通安全対策事業基金繰入金は ４７７万 ２，０００円で、交通

安全対策事業費等に充当いたします。第１８目ふるさと応援基金繰入金は８０万円で、町民セン

ター、多目的会館等図書室の図書購入費に充当するものでございます。

第１８款、第１項、第１目繰越金は １，０００万円で、一般会計歳計剰余金であります。

第１９款諸収入、第１項延滞加算金及び過料、第１目延滞金は ５０１万円であります。第２目

加算金は １，０００円であります。

３３ページをご覧ください。第２項、第１目町預金利子は、６万 ６，０００円であります。第３

項、第１目貸付金元利収入は ６，４２１万 ３，０００円であります。奨学資金貸付金返還金は ７９５万

７，０００円、災害援護資金貸付金返還金は ５，６２５万 ６，０００円で、平成１６年９月豪雨災害による

貸付金の返還金でございます。

第４項受託事業収入、第１目民生費受託事業収入は ３，５５９万 ９，０００円であります。老人ホ

ーム入所者受託事業収入は ８１５万 ５，０００円、地域支援事業受託事業収入は ２，７４４万 ４，０００円

で、地域支援事業費等に充当いたします。

３４ページをご覧ください。第３目農林水産業費受託事業収入は ２８２万 ７，０００円であります。

第５項雑入、第２目弁償金は １，０００円であります。第６目雑入は ３，４６０万 ６，０００円でありま

す。主なものとしまして３５ページのオータムジャンボ配分金 ６２１万 ２，０００円、３７ページの消

防団員退職報償金 ５１０万円などでございます。

３８ページをご覧ください。第２０款、第１項町債、第１目総務債は２億 ５，６５０万円でありま

す。地域振興基金債は１億 １，４００万円で合併特例事業債であります。地域振興基金の積み立
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てに充当いたします。庁舎建設等事業債は１億 ４，２５０万円で合併特例事業債であります。庁

舎等土地購入費に充当するものでございます。第４目農林水産業債は ７４０万円で過疎対策事

業債であります。中山間地域総合整備事業費に充当いたすものでございます。第６目土木債

は１億 ６，８２０万円で過疎対策事業債であります。道路橋りょう債は１億 ４，５００万円で町道古

里江の浦線等改良事業費など７事業に充当します。都市計画債は ２，３２０万円で熊野灘レク都

市公園事業費等に充当するものでございます。第７目消防債は １，４６０万円で過疎対策事業債

及び合併特例事業債であります。消火栓新設事業等に充当いたすものでございます。

３９ページをご覧ください。第８目教育債は６億 １３０万円で、合併特例事業債でございます。

小学校施設耐震補強事業費、相賀小学校改築事業費等に充当するものでございます。第１０目

臨時財政対策債は６億 ９，５００万円で、前年度に比較しまして２億 ３，０４０万円の増額でありま

す。普通交付税の減額分を補てんするものでございます。

これで歳入予算の説明を終わらさせていただきます。

次に、歳出予算の主なところについて説明いたします。

人件費につきましては、のちほど給与費明細書で一括して説明させていただきます。

４０ページをご覧ください。第１款、第１項、第１目議会費は１億 ５１８万 ９，０００円でありま

す。議会活動及び議会事務局運営事業費は ７，８８６万円で、議会運営に要する経費でございま

す。

４２ページをご覧ください。第２款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費は７億４５

万 ８，０００円であります。臨時職員賃金は ３，２３６万 ６，０００円で社会保険料等共済費事務補助員

４名分賃金でございます。総合住民情報システム運営事業費は ２，１８７万 ９，０００円で総合住民

情報システムの管理運営に要する経費でございます。本庁舎移転等推進事業費は１億 ５，０００

万円で本庁舎移転等に向けて県から用地を購入する経費でございます。

４４ページをご覧ください。第２目文書広報費は ７，７０４万 ６，０００円であります。一般広報公

聴事業費は １，３５６万 ９，０００円で、広報きほくの発行及び県政だより、県議会だよりを含む配

布手数料に要する経費でございます。ケーブルテレビ行政放送事業費は ３，８７２万円で行政放

送番組ふるさと紀北町の番組の制作に要する経費等でございます。文書取扱事業費は １，５５０

万円で文書の処理収受発送及び複写機等の使用に要する経費でございます。

４５ページをご覧ください。第３目財政管理費は ２７４万 ５，０００円であります。主に財務会計

システム管理運営に要する経費でございます。第４目会計管理費は７９万 ９，０００円で会計管理

事務に要する経費でございます。第５目財産管理費は１億 ６，５８４万 ９，０００円であります。庁
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舎管理事業費は ２，３８３万 ９，０００円で、本庁舎及び町民センター等の維持管理に要する経費で

ございます。公用車管理事業費は ８５６万 ７，０００円で公用車の維持管理に要する経費でござい

ます。基金管理事業費は１億 ２，４５２万 ５，０００円で基金の積み立て等に要する経費でございま

す。内訳としまして合併特例事業債による地域振興基金積立金に１億 ２，０００万円、ふるさと

応援基金積立金に １００万円、各種基金定期預金利息としまして ３０６万 ２，０００円を積み立てる

ものでございます。土地開発基金には４６万 ３，０００円を繰り出すものでございます。

４６ページをご覧ください。第６目企画費は ４，１８４万 ４，０００円であります。地方バス運行対

策事業費は １，９１１万 ３，０００円で紀伊長島区内の河合線の自主運行バス運行委託料及び第３種

生活路線尾鷲長島線運行費補助金等でございます。高度情報化推進事業費は １，１８３万 ４，０００

円で庁舎内ＬＡＮ及び施設間ネットワーク等の維持管理費、専用回線等使用料などに要する

経費でございます。

４７ページをご覧ください。第７目支所及び出張諸費は ３，０１９万 １，０００円であります。臨時

職員賃金は５名分で、 ９６９万 ５，０００円であります。紀伊長島総合支所管理事業費は １，９０３万

２，０００円で紀伊長島総合支所庁舎の維持管理に要する経費でございます。第８目公平委員会

費は４万 ６，０００円で公平委員会の運営に要する経費でございます。

４８ページをご覧ください。第９目交通災害共済受託事業費は １８０万円で交通災害共済見舞

金でございます。第１０目生活安全推進費は ５９８万 ２，０００円で、防犯活動事業、交通安全対策

推進事業等に要する経費でございます。第１１目一般訴訟費は ５２０万 ４，０００円であります。水

道関係訴訟事業費で損害賠償請求事件に要する経費であります。主なものは弁護士の報償費、

旅費、訴訟にかかる意見書作成手数料などでございます。

４９ページをご覧ください。第１２目諸費は ６５３万 ４，０００円で町税過誤納付による歳出還付金

などでございます。

５０ページをご覧ください。第２項町税費、第１目税務総務費は１億 １，４０１万 ７，０００円であ

ります。税務一般事務事業費は ３，５８１万 ２，０００円で、主な経費は固定資産税評価替え業務、

国税連携対応業務委託料等の町税賦課業務に要する経費でございます。

５１ページをご覧ください。第２目賦課徴収費は ６７９万 ４，０００円で町税の賦課徴収に要する

経費でございます。

５２ページをご覧ください。第３項、第１目戸籍住民基本台帳費は ６，７５１万 ５，０００円で、臨

時職員２名分賃金 ３７３万 ３，０００円、戸籍電算管理事業費 ８６２万円などでございます。

５４ページをご覧ください。第４項選挙費、第１目選挙管理委員会費は ７２０万 １，０００円であ
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ります。第４目町議会議員選挙費は １，２７９万 ８，０００円で、任期満了が平成２２年１１月３０日とな

っています。町議会議員の選挙執行に要する経費でございます。

５５ページをご覧ください。第７目参議院議員選挙費は １，５８８万 ４，０００円で、任期満了が平

成２２年７月２５日の選挙執行にかかる経費でございます。第９目知事選挙費は ５１７万 １，０００円

で、任期満了が平成２３年４月２０日の選挙執行にかかる経費でございます。第１０目県議会議員

選挙費は ３１８万 ６，０００円で、任期満了が平成２３年４月２９日の選挙執行にかかる経費でござい

ます。

５８ページをご覧ください。第５項統計調査費、第１目統計調査総務費は ９，０００円でござい

ます。第２目指定統計費は ９９５万 ４，０００円で国勢調査等指定統計調査の受託事業費でござい

ます。

５９ページをご覧ください。第６項、第１目監査委員費は７３万円でございます。

６０ページをご覧ください。第３款民生費、第１項社会福祉費、第１目社会福祉総務費は６

億 ３７３万 ８，０００円であります。国民健康保険事業特別会計繰出金は１億 ７，３６０万円で一般会

計からの繰出金でございます。繰出金の内容としましては保険基盤安定分、職員給与費等の

一般財源化分、財政安定化支援事業分、出産育児一時金等の繰り出しであります。紀北町社

会福祉協議会助成事業費は ３，４４５万 ３，０００円で、紀北町社会福祉協議会への補助金でござい

ます。紀北広域連合運営費は３億 １，２９３万 ９，０００円で、紀北広域連合への負担金等でござい

ます。

６１ページをご覧ください。第３目身体障害者福祉費は３億 １，４０９万 ２，０００円でございます。

心身障害者医療費助成事業費は ６，５００万円で、心身障がい者等への医療費助成であります。

障害者地域生活支援事業費は １，３５４万 ５，０００円で、障がい者及び障がい児がその適正に応じ

地域で自立した社会生活を営むことができるよう実施する事業に要する経費でございます。

障害者介護訓練等給付事業費は２億 １，４４７万円で、障がい者及び障がい児に対する在宅及び

施設入所等の福祉サービスに要する経費でございます。

６２ページをご覧ください。第４目国民年金事務費は １，５００万 ２，０００円であります。

６３ページをご覧ください。第２項老人福祉費、第１目老人福祉総務費は４億 ７，８２０万 ７，０

００円であります。老人福祉特別対策事業費町単分は ８９７万円で、高齢者福祉大会等社会福祉

協議会への委託料及び寝たきり老人等福祉保健手当等の経費でございます。配食サービス事

業費は ８７３万 ６，０００円で、高齢者に栄養バランスのとれた夕食を提供し、あわせて安否確認

を行うための経費でございます。老人福祉施設措置事業費は ２，９８３万 ８，０００円で、町外の養
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護老人ホーム入所者の措置に要する経費でございます。地域支援事業介護予防費は ２，３７８万

５，０００円で、高齢者が介護状態に陥ることなく健康に生活がおくれるように支援するための

経費でございます。後期高齢者医療特別会計繰出金は３億 ５，４０５万 ４，０００円で、療養給付費

町負担金、職員人件費及び事務費等に要する経費を繰り出すものでございます。

６４ページ、介護基盤緊急整備等特別対策事業費 ２，６２５万円、介護施設開設準備経費助成等

特別対策事業費 １，０８０万円は認知症対応型グループホーム新規整備に対する助成でございま

す。第２目養護老人ホーム費は ９，９２６万 ２，０００円であります。臨時職員６名分賃金は １，３１９

万 ９，０００円であります。老人ホーム管理運営事業費は ４，５９３万 ４，０００円でスプリンクラー設

置工事費など老人ホーム赤羽寮養護分に要する経費でございます。

６６ページをご覧ください。第３目介護保険費は６２万円でございます。

６７ページをご覧ください。第３項児童福祉費、第１目児童福祉費総務費は ２，２６７万 ６，０００

円であります。子育て支援センター設置事業費は １，３０２万 ４，０００円で子育て支援センターは

相賀幼稚園、ひかり保育園、加藤小児科等に設置されています。放課後児童クラブ対策事業

費は ９６５万 ２，０００円で放課後の児童対策としまして、本年度から新たに取り組むものでござ

います。第２目保育所費は３億 ７，０６１万 ６，０００円であります。臨時職員賃金は２名分で ４２５

万円であります。私立保育所保育対策事業費は １，４３３万 ５，０００円で、私立保育所の保育対策

に要する経費でございます。児童保育事業費は３億 ３，７１５万 ６，０００円で、保育所児童保育の

実施に要する経費であります。町内には私立保育所が７園あります。

６８ページをご覧ください。第３目児童措置費は３億 ７，１２８万 ７，０００円で子ども手当等支給

に要する経費でございます。国の施策により本年度から対象者と額が拡大されています。第

４目母子福祉費は ３，２４７万 ３，０００円であります。一人親家庭等医療費助成事業費は １，４６０万

円であります。乳幼児医療費助成事業費は １，７８７万 ３，０００円で、本年度から義務教育就学前

までの乳幼児に対する医療費助成に加え、入院医療費に限り対象を小学校の卒業まで拡大す

るものでございます。

６９ページをご覧ください。第５目へき地保育所費は３万 ９，０００円であります。

７０ページをご覧ください。第４項、第１目災害救助費は１億 １，１０２万 ９，０００円で災害援護

資金償還事業費であります。災害援護資金利子補給金補助金は ４６２万 １，０００円であります。

償還金は ４，９９７万 ３，０００円で県への償還金であります。災害援護資金償還事業基金への積立

金が ５，６２５万 ７，０００円となっております。

７１ページをご覧ください。第４款衛生費、第１項保健衛生費、第１目保健衛生総務費は１
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億 １，９３２万 １，０００円であります。臨時職員賃金は６名分で １，２９５万 １，０００円であります。地

域保健共通事業費は １，８１１万 ５，０００円で保健衛生全般にかかる経費でございます。主なもの

としまして救急医療体制事業負担金 １，７１６万 ４，０００円であります。

７２ページをご覧ください。第２目予防費は ５，００１万 ２，０００円であります。予防接種事業費

は ２，０３５万 ７，０００円で予防接種法に基づく予防接種に要する経費であります。母子健診事業

費は １，１０４万 ８，０００円で妊婦健診等の委託料などでございます。がん検診事業費は １，３１８万

８，０００円で胃がん、乳がん、大腸がん等、がん検診に要する経費でございます。第３目環境

衛生費は ６，２９１万 ２，０００円であります。

７３ページをご覧ください。火葬場及び霊柩車管理運営事業費は ３，３２３万 ２，０００円でありま

す。主な経費としまして海山区の浄聖苑管理経費と荷坂やすらぎ苑組合負担金であります。

浄化槽設置整備事業費は ２，５４５万 ２，０００円で合併処理浄化槽設置整備補助金等でございます。

７４ページをご覧ください。第４目環境保全費は３８万 ９，０００円であります。

７５ページをご覧ください。第２項清掃費、第１目清掃総務費は１億 ６，５０２万 ４，０００円であ

ります。臨時職員２名分の賃金 ３８１万 ２，０００円であります。第２目塵芥処理費は３億 １，９７６

万 １，０００円であります。リサイクルセンター管理運営事業費は、２億 ２，９４２万円であります。

紀伊長島リサイクルセンター、海山リサイクルセンターの施設の管理運営費でございます。

２箇所の施設管理の主な経費としまして燃料費、光熱水費、修繕料などの需用費が１億 ６，１

０３万円、ＲＤＦ引き取り等委託料が ３，６００万円、施設の保守点検委託料 １，５８０万円でありま

す。ごみ収集処理事業費は ４，４２２万 ７，０００円で、町内のごみ収集に要する経費であります。

主な経費はごみ収集の委託料 ４，２５０万円であります。資源ごみリサイクル促進事業費は １，９

７２万 ９，０００円で、各地区に設置した資源ごみステーションに出された資源ごみの改修及び処

理に要する経費でございます。主な経費としまして臨時職員の賃金 ９８９万 ４，０００円、及び資

源ごみ回収車購入費 ４００万円でございます。

７６ページの不燃物処理施設管理事業費は １，６１２万 ４，０００円で、主な経費としまして臨時職

員の賃金 １６９万 １，０００円、及び作業用油圧ショベル購入費 ６５０万円であります。第３目し尿

処理費は ４，６７４万 ９，０００円で、し尿処理場の管理運営に要する経費でございます。主な経費

としまして燃料費、光熱水費、修繕料などの需用費 ４，２０１万 ６，０００円でございます。

７８ページをご覧ください。第３項上水道費、第１目上水道施設費は ４，５００万 ２，０００円であ

ります。簡易水道事業繰出金は ４，４６４万 ９，０００円であります。繰り出し基準に基づく一般会

計からの水道事業会計への繰出金でございます。
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７９ページをご覧ください。第５款農林水産業費、第１項農業費、第１目農業委員会費は、

６９０万 ２，０００円であります。第２目農業総務費は ４，７１４万 ２，０００円であります。農政総合企

画事業費は １，０５５万 ７，０００円で農業の振興と総合企画に要する経費であり、主に東紀州農業

共済事務組合負担金 ９８８万 ７，０００円でございます。

８０ページの中山間地域総合整備事業費は １，１３７万 ５，０００円で、県営中山間地域総合整備事

業費に対する負担金でございます。事業内容としましては農業用排水施設整備などの農業基

盤整備を行うものでございます。

８１ページをご覧ください。第３目農業振興費は １１１万 ７，０００円であります。第５目農地費

は ４，８５１万 ７，０００円であります。海岸環境整備事業費は ７９４万 ７，０００円、一般土地改良事業

費は １，１２０万 ３，０００円、農地防災事業費は ６５１万 ３，０００円、農林業施設維持管理事業として

の緊急雇用創出事業費 １，５８７万 ９，０００円などでございます。

８３ページをご覧ください。第３項林業費、第１目林業総務費は ３，０４４万 １，０００円でありま

す。第２目林業振興費は １，３１８万 ２，０００円であります。森林整備地域活動支援交付金事業費

６００万 １，０００円、木造住宅新築促進奨励金交付事業費 ３２５万 ５，０００円などでございます。

８４ページをご覧ください。第３目林業施設費は１億 ６，４３５万 １，０００円であります。中核作

業道の整備費助成などの森林整備加速化・林業再生基金事業費は１億 １，２５０万円、３６年生以

上の高齢林の間伐にかかる助成として、美しい森づくり基盤整備交付金 ２，９３６万 ３，０００円、

高齢林整備間伐促進事業費は ２，０５５万 ４，０００円であります。第４目町有林造成事業費は ６，１

５８万 ５，０００円であります。町有林造成事業費は ４，７８０万 ５，０００円で町有林の保育、管理など

に要する経費でございます。

８５ページをご覧ください。第５目分収造林費は ２６７万 ７，０００円であります。８７ページをご

覧ください。第３項水産業費、第１目水産業総務費は １，８９１万 １，０００円であります。水産総

合企画事業費、島勝漁村センター管理事業費などでございます。

８８ページをご覧ください。第２目水産業振興費は ３，１２３万 ２，０００円であります。外国人漁

業研修生受け入れ対策事業費は ８８７万 ６，０００円で、インドネシア漁業研修生受け入れに要す

る経費でございます。紀伊長島区は第１３期生９名、第１４期生１２名であります。海山区では第

９期生２名、第１０期生２名であります。漁業経営構造改善事業費は ８００万円、水産資源増殖

事業費は ４１３万 ４，０００円であります。三重外湾漁協助成事業費は ３２０万 ２，０００円で外湾地区

１２漁協の合併に伴う支援経費でございます。第３目漁港管理費は ２２７万 ６，０００円で漁港管理

事業費でございます。
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８９ページをご覧ください。第６款、第１項商工費、第１目商工総務費は ６，０４２万 ５，０００円

であります。臨時職員３名分賃金は ６１１万円であります。

９０ページをご覧ください。第２目商工業振興費は ２，７４８万 ８，０００円であります。中小企業

指導育成事業費は １，１６２万円で小規模経営改善普及事業費補助金で商工会への補助金でござ

います。第３目観光費は１億 １，３９３万 ５，０００円であります。観光活性化対策事業費は １，７８７

万 ６，０００円で、主なものとしまして燈籠まつりの助成金、大白まつりの補助金、紀北町観光

協会補助金、三重紀北町年末港市補助金など観光関係補助金でございます。温泉施設管理費

は ２，５２８万 ８，０００円で古里温泉管理運営に要する経費でございます。

９１ページの紀北町森林公園オートキャンプ場管理運営事業費は ２，７４３万 ３，０００円で、キャ

ンプｉｎｎ 海山の管理運営に要する経費で、施設管理委託料が ２，５００万円でございます。体験

型イベント交流施設維持管理事業費は ５３７万 １，０００円で、旧桂城中学校を利用した交流施設

の維持管理に要する経費でございます。ふるさと雇用再生特別基金事業費は ２，７４０万 １，０００

円で国の雇用対策に伴う事業でありまして、地域観光コーディネーター、観光インストラク

ター雇用事業など紀北町観光協会へ委託し実施するものでございます。

９２ページをご覧ください。第７款土木費、第１項土木管理費、第１目土木総務費は、１億

１，４７８万 １，０００円であります。土木事業推進及び管理関係事業費などでございます。

９４ページをご覧ください。第２項道路橋りょう費、第１目道路橋りょう総務費は １，４７４万

７，０００円であります。第２目道路橋りょう維持費は ３，５２４万 ９，０００円であります。臨時職員

賃金は ５４４万 ９，０００円で２名分でございます。町道道路維持補修事業費は ９５２万 １，０００円で

町道の維持補修に要する経費でございます。交通安全対策事業費は １，０５２万円で町道の交通

安全対策に要する経費でございます。江の浦橋管理委託事業費は ７７５万 ９，０００円であります。

９５ページをご覧ください。第３目道路橋りょう新設改良費は１億 ４，６９０万円であります。

町道道路改良事業費町単分は１億 １，１５２万円で、町単独の道路改良事業費に要する経費でご

ざいます。下排水路整備事業費は １５８万円であります。町道道路改良事業費舗装は ２，１００万

円で町道の舗装工事に要する経費でございます。町道古里江の浦線等改良事業費は １，２５０万

円であります。

９６ページをご覧ください。第３項河川費、第１目河川総務費は ５２３万 ２，０００円であります。

海岸環境清掃業務委託事業費などでございます。第２目河川施設費は８０万円で河川改修及び

維持補修事業費であります。第３目砂防費は １５０万円で急傾斜地崩壊対策事業費の負担金で

ございます。
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９７ページをご覧ください。第４項港湾費、第１目港湾管理費は ８０７万 ６，０００円で港湾環境

清掃業務委託事業費などでございます。

９８ページをご覧ください。第５項都市計画費、第１目都市計画総務費は ８６８万 ９，０００円で

あります。第２目公園費は ２，４２７万円であります。県営公園事業負担金は ２，３２０万円で熊野

灘レク都市公園事業等の町負担金でございます。第４目高速道路関連費は１４万円であります。

９９ページをご覧ください。第６項住宅費、第１目住宅管理費は １，３９５万 ８，０００円でありま

す。町営住宅管理事業費は ６４９万 ５，０００円で町営住宅の維持管理にかかる経費でございます。

１００ページをご覧ください。第８款、第１項消防費、第１目常備消防費は４億 ６，７２７万円

で三重紀北消防組合負担金でございます。第２目非常備消防費は ３，７３４万円であります。消

防団出動事業費は ８８０万円で出動時の報酬でございます。消防団活動事業費は ２２７万 ４，０００

円で消防団活動に要する経費でございます。消防団員活動事業費は ２，１８９万 ２，０００円で消防

団員の報償費、退職報償掛金などに要する経費でございます。消防操法大会出場事業費は、

３０１万 ８，０００円で鈴鹿市で行われます三重県消防操法大会の参加に要する経費でございます。

第３目消防施設費は ２，７８８万 ２，０００円であります。消防機械器具整備管理事業費は １，０６１万

円で消防団車両小型動力ポンプ、消防水利の維持管理に要する経費でございます。

１０１ページをご覧ください。消防施設機械器具整備事業費は １，６２４万 ８，０００円であります。

主なものとしまして古里地区の消防団詰所新築事業費、及び小型動力ポンプ付積載車の購入

に要する経費でございます。第４目水防費は ８９６万 ２，０００円で河川海岸水防対策事業費でご

ざいます。第５目災害対策費は ２，５７０万 ２，０００円であります。防災行政無線管理事業費は、

１，１５５万 ４，０００円であります。

１０２ページの地震津波災害避難路等整備事業費は ５６７万 ９，０００円であります。主なものと

しまして引本北町津波避難階段設置工事費等でございます。

１０３ページをご覧ください。第９款教育費、第１項教育総務費、第１目教育委員会費は６７

万 ７，０００円で教育委員会運営事業費でございます。第２目事務局費は ７，４５１万 ８，０００円であ

ります。臨時職員賃金５名分 ９８６万 ７，０００円と、教育委員会事務局運営事業費及び児童生徒

スクールバス運行事業費などでございます。

１０４ページをご覧ください。第３目教育振興費は ２０７万 ７，０００円であります。第４目奨学

費は ８７３万 ６，０００円で奨学金の貸与事業費でございます。

１０５ページをご覧ください。第２項小学校費、第１目学校管理費は５億 ８，３８８万 ５，０００円

であります。臨時職員賃金は１１名分で ２，１２６万円であります。小学校管理運営事業費は ５，２
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１５万 ３，０００円で小学校１１校分の維持管理に要する経費でございます。特別支援学級児童介助

教員設置事業費は １，１９９万 ９，０００円で介護教員配置に要する経費でございます。ＡＬＴ事業

費は ８４５万 １，０００円で児童生徒の外国人講師による英語学習に要する経費でございます。小

学校施設耐震補強事業費は４億 ８，３５０万円で、東小学校ほか学校校舎の耐震補強事業費でご

ざいます。

１０６ページをご覧ください。第２目教育振興費は ２，３９５万 ３，０００円であります。小学校教

育活動振興助成事業費は １，２８６万 ４，０００円で小学校の教育振興経費、校医報酬、児童・教員

健康診断等に要する経費でございます。要保護及び準要保護児童就学援助事業費は ８５０万円

で本年度より給食費について全額援助を見込んでいます。第３目学校建設費は３億 ７，２６５万

８，０００円で相賀小学校校舎改築に伴う事業費でございます。

１０７ページをご覧ください。第３項中学校費、第１目学校管理費は ５，３６３万 ８，０００円であ

ります。臨時職員賃金は４名分で ７７５万円であります。中学校管理運営事業費は、 ２，６２８万

８，０００円で中学校４校分の維持管理に要する経費でございます。特別支援学級生徒介助教員

設置事業費は ８５３万円で介護教員配置に要する経費でございます。中学校教育コンピュータ

整備事業は ５５７万円で教育用コンピュータ維持管理に要する経費でございます。

１０８ページをご覧ください。第２目教育振興費は １，８５３万 ５，０００円であります。中学校教

育活動振興助成事業費は ９４９万 ７，０００円で、中学校４校の教育振興経費、校医報酬、生徒・

教員健康診断等に要する経費でございます。要保護及び準要保護生徒就学援助事業費は ７５０

万円で、本年度より給食費について全額援助を見込んだものでございます。第３目学校建設

費は ２，６５７万 １，０００円で紀北中学校の校舎改築事業費で改築に伴う実施設計委託料などでご

ざいます。

１０９ページをご覧ください。第４項、第１目幼稚園費は１億 １，２１６万 ７，０００円であります。

臨時職員賃金は６名分で、 １，２６２万 ２，０００円であります。幼稚園管理運営事業費は １，３３１万

３，０００円で幼稚園３園の管理運営に要する経費でございます。

１１１ページをご覧ください。第５項社会教育費、第１目社会教育総務費は ８，６７３万 ６，０００

円であります。臨時職員賃金は１２名分で ２，３５８万 ７，０００円であります。社会教育活動助成事

業費は ２３８万 ３，０００円であります。文化振興事業費は ３４９万 ４，０００円であります。若者セン

ター管理事業費は ５０９万 ２，０００円であります。放課後子ども教室推進事業費は ２９７万円であ

ります。

１１２ページをご覧ください。第２目公民館費は ２，８４４万 ３，０００円であります。紀伊長島区
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公民館管理運営事業費は １，４７６万 ３，０００円で、東長島公民館を含め公民館７館の管理運営に

要する経費でございます。海山区公民館管理運営事業費は １，３６８万円で、海山公民館を含め

公民館５館の管理運営に要する経費でございます。

１１３ページをご覧ください。第３目郷土資料館費は ３０９万 ７，０００円で、郷土資料館２館の

管理運営に要する経費でございます。

１１４ページをご覧ください。第４目文化財調査費は ６８４万 ６，０００円で文化財保護事業費、

特別天然記念物カモシカ食害対策事業費などでございます。

１１５ページをご覧ください。第６項保健体育費、第１目保健体育費総務費は ４３６万 １，０００

円で、社会体育団体活動費等助成事業費などでございます。第２目給食施設費は１億 ６５２万

２，０００円であります。臨時職員賃金は給食センター調理員１２名分 ２，４０１万円であります。学

校給食センター管理運営事業費は １，７８０万 ９，０００円で、海山区の小中学校幼稚園の給食に要

する経費でございます。給食施設管理運営事業は ４，０８７万 ３，０００円で、紀伊長島区の小中学

校幼稚園の給食に要する経費でございます。

１１６ページをご覧ください。第３目体育施設費は １，１１９万 ５，０００円で、体育施設等の管理

運営に要する経費でございます。

１１９ページをご覧ください。第１１款、第１項公債費、第１目元金は１２億 ２，２９６万 ２，０００円

で長期債償還元金でございます。第２目利子は１億 ７，３８６万 ９，０００円で長期債償還利子及び

一時借入金利子でございます。

第１４款予備費は １，０００万円でございます。

１２１ページから １２４ページまでは債務負担行為に関する調書でございます。

１２５ページ、 １２６ページは地方債に関する調書でございます。

それでは １２６ページの地方債の合計欄をご覧ください。地方債残高は平成２０年度末前々年

度末の現在高の欄でありますが、 １２２億 ６，７７８万 ５，０００円であります。平成２１年度末では、

１１９億 ５，８３３万 ９，０００円となる見込みであります。平成２２年度中に１７億 ４，３００万円を借り入

れし、１２億 ７，２９３万 ５，０００円を償還いたします。その結果、平成２２年度末では １２４億 ２，８４０

万 ４，０００円となる見込みでございます。

それでは次に １２７ページの給与費明細書をご覧ください。町長、副町長の給料はそれぞれ

７２万円、５７万円で予算計上いたしました。給料の年間所要額は １，５４８万円、期末手当は ５８８

万 ９，０００円で、共済費は ３３６万 ７，０００円、合計しますと ２，４７３万 ６，０００円でございます。

町議会議員は２０人で報酬が ４，８３９万 ２，０００円、期末手当 １，５３３万 ９，０００円、共済費 ７９８万
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６，０００円、合計しますと ７，１７１万 ７，０００円であります。

その他の特別職は教育委員、選挙管理委員などの委員と消防団員等で人数は １，０９５人で、

報酬は ５，４３３万円であります。

次に １２８ページをご覧ください。一般職の職員数は １８５人で、前年度に比較しまして８人

の減数であります。給料は７億 ２，０３６万 ４，０００円、職員手当は３億 ８，２１９万 ６，０００円で、合

計した給与費としまして１１億 ２５６万円であります。共済費が２億 ３，８２５万 ２，０００円で、給与

費、共済費を合計しますと１３億 ４，０８１万 ２，０００円であります。前年度は給与費と共済費を合

計しますと１４億 ２，３６５万 ６，０００円でありました。前年度と比較しますと ８，２８４万 ４，０００円の

減額であります。その要因としましては平成２１年度の人事院勧告による減額と、職員の短縮

による減額でございます。

以上で、平成２２年度紀北町一般会計予算の説明を終わらさせていただきます。よろしくお

願いします。

北村博司議長

ここで１０分間休憩いたします。

（午後 ２時 １５分）

北村博司議長

では、休憩前に続いて会議を再開します。

（午後 ２時 ２６分）

北村博司議長

次に、議案第２１号から２３号までの３件についての内容説明を求めます。

谷口住民課長。

谷口房夫住民課長
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それでは、議案２１号 平成２２年度紀北町国民健康保険事業特別会計の当初予算の内容説明

をさせていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。

議案第２１号 平成２２年度紀北町国民健康保険事業特別会計予算

平成２２年度紀北町の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２４億 ２，６９５万 ４，０００円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２

億円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第 ２２０条第２項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

その内容につきまして、予算に関する説明書で説明させていただきます。

歳入から説明させていただきます。予算書の８ページ、９ページをご覧ください。

第１款国民健康保険料、第１項国民健康保険料、第１目の一般被保険者国民健康保険料、

第２目の退職被保険者等国民健康保険料につきましては、４億 １，８０１万 ７，０００円、 ４，２３５万

３，０００円それぞれ計上しております。料率につきましては平成２１年度と変わりなく据え置い

ております。

１０ページをご覧ください。第３款の使用料及び手数料、第１項手数料、第１目総務手数料、

第１節の総務手数料 １，０００円は保険料納付証明等の手数料、第２目督促手数料、第１節督促

手数料２万円は保険料督促にかかる手数料を計上しております。

第４款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目の療養給付費等国庫負担金では、それぞれ

の医療費に対する国の負担金３億 ４，９８８万 ７，０００円を計上しております。第２目の高額医療
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費共同事業負担金では、レセプト１件８０万円を超えるものについて県下の市町の財政安定を

図るため国保連合会において共同事業を行っておりますが、この拠出見込み額に対する国の

負担金 ９９３万 ６，０００円を計上しております。第３目特定健康診査等負担金では、特定健康診

査にかかる国の基準単価による負担金 ４０１万 ２，０００円を計上しております。

１１ページをご覧ください。第２項国庫補助金、第１目財政調整交付金では、普通調整交付

金１億 ９，８８６万 ６，０００円、特別調整交付金 ３，８００万円、あわせて２億 ３，６８６万 ６，０００円計上

しております。第３目出産育児一時金補助金では、平成２１年１０月１日から平成２３年３月３１日

までの暫定措置ではございますが、この期間に産科医療補償制度に加入している病院などで

出産した場合の出産育児一時金として、４万円引き上げられて４２万円となっておりますが、

この引き上げ額４万円の２分の１が補助されますので、出産見込み件数から算出して４２万円

を計上しております。ちなみに平成２２年度は２１件の出産件数を見込んでおります。

第５款の療養給付費交付金、第１項療養給付費交付金、第１目の療養給付費交付金では、

退職被保険者の療養給付費分などに対する社会保険診療報酬支払基金から交付される交付金

６，５００万円を計上しております。

第６款前期高齢者交付金、第１項前期高齢者交付金、第１目の前期高齢者交付金では、６５

歳から７４歳までの被保険者の療養給付費分などに対する社会保険診療報酬支払基金からの交

付金で６億 ９，８５７万 ３，０００円計上しております。

１２ページをご覧ください。第７款県支出金、第１項県負担金、第１目の高額医療費共同事

業負担金では、国の負担金と同様に１件８０万円を超えるレセプトにかかる国保連合会の共同

事業で、拠出する額に対する県の負担金 ９３４万 ７，０００円を計上しております。第２目の特定

健康診査等負担金も国の負担と同様、特定健康診査にかかる基準単価の３分の１の負担率に

よる負担金 ４０１万 ２，０００円を計上しております。

１３ページをご覧ください。第２項県補助金、第２目県財政調整交付金では、療養給付費等

分、介護保険算入額、老人医療費拠出金分、後期高齢者医療支援金分、地域特別調整交付金

から算出した ８，６９６万 ７，０００円を計上しております。

第８款共同事業交付金、第１項共同事業交付金、第１目高額医療費共同事業交付金では、

レセプト１件８０万円以上の高額医療費にかかる国保連合会からの交付金 ２，４２３万 ９，０００円を

計上しております。第２目の保険財政共同安定化事業交付金として２億 ２，９６２万 ５，０００円計

上しておりますが、レセプト１件３０万円以上８０万円未満の医療費にかかる支払いに対して、

財政の安定化を図るため県下の市町が共同して国保連合会において行う事業で、拠出金を出
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し合ってこれを原資にして支払いの状況に応じて各市町に交付されるものであります。

１４ページをご覧ください。第９款財産収入、第１項財産運用収入、第２目利子及び配当金

では、国民健康保険財政調整基金積立金利子として １，０００円を計上しております。

第１０款繰入金、第１項他会計繰入金、第１目の一般会計繰入金では１億 ７，３６０万円計上し

ておりますが、一般会計からの法定分の繰り入れで、保険基盤安定繰入金で保険料軽減分に

かかるもの、職員給与費等繰入金などを繰り入れるものでございます。

１５ページをご覧ください。第２項積立基金繰入金、第１目積立基金繰入金では、 ３，２１２万

６，０００円計上しておりますが、介護従事者処遇改善臨時特例交付金分と、財政調整のため財

政調整基金を一部取り崩して歳入に充てるものでございます。

第１１款繰越金、第１項繰越金、第１目繰越金では、前年度繰越分として ４，０００万円計上し

ておりますが、平成２１年度の歳計剰余金を見込んだものでございます。

１６ページをご覧ください。第１２款諸収入、第４項雑入、第３目一般被保険者第三者納付金

１００万円、第４目退職被保険者等第三者納付金１０万円は、それぞれ交通事故による損害賠償

金にかかる納付金を計上しております。

第５目一般被保険者返納金、第６目退職被保険者等返納金では、診療報酬返納金としてそ

れぞれ １，０００円計上しております。第７目の雑入では、介護従事者処遇改善臨時特例交付金

８４万 ９，０００円と、療養費等の支給にかかる国負担分として １，０００円、あわせて８５万円計上し

ております。

次に、歳出の説明をいたします。

１７ページをご覧ください。第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費では、職

員人件費として６名分の給料等 ３，６７４万 ５，０００円を計上しております。臨時職員賃金は事務

補助員１名分の賃金 １９３万 ９，０００円を計上しております。一般事務事業では ４５６万 ８，０００円

計上しておりますが、被保険者証の郵送料や国保連合会での共同処理電算事務委託料等であ

ります。

１８ページをご覧ください。第２目連合会負担金では三重県国民健康保険団体連合会負担金

として９７万円計上しておりますが、国保連合会審査事務処理にかかる一般負担金や保健事業

にかかる負担金等であります。

１９ページをご覧ください。第２項徴収費、第１目賦課徴収費では、保険料賦課徴収事業と

して ６６１万 ６，０００円計上しておりますが、保険料徴収にかかる管理人の賃金、保険料決定通

知書の郵送料、口座振替手数料などであります。
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２０ページをご覧ください。第３項運営協議会費、第１目運営協議会費では、昨年と同額の

１５万円計上しておりますが、国民健康保険運営協議会運営事業として委員の報酬を計上して

おります。

２１ページをご覧ください。第２款保険給付費、第１項療養諸費、第１目一般被保険者療養

給付費では、療養給付費分１３億 ７，０９３万 ７，０００円、交通事故にかかる第三者納付金分 １００万

円、あわせて１３億 ７，１９３万 ７，０００円を計上しております。第２目の退職被保険者等療養給付

費では、療養給付費分 ４，３１３万 ９，０００円と第三者行為分１０万円、あわせて ４，３２３万 ９，０００円

を計上しております。

第３目の一般被保険者療養費では、一般被保険者の療養費として １，９４９万 ２，０００円を計上

しております。第４目の退職被保険者等療養費につきましても、退職被保険者等の療養費３０

万 ３，０００円を計上しております。第５目審査支払手数料では、診療報酬審査支払手数料及び

療養調査手数料として ４９７万 ６，０００円計上しておりますが、国保連合会への診療報酬審査手

数料などであります。

２２ページをご覧ください。第２項高額療養費、第１目一般被保険者高額療養費、第２目退

職被保険者等高額療養費につきましては、医療費が高額になった場合の一部負担給付をする

もので、それぞれ１億 ６，０３５万 １，０００円、 １，１２４万 １，０００円を計上しております。第３目一

般被保険者高額介護合算療養費として １００万円計上しておりますが、療養保険分と介護保険

分にかかる自己負担額を合算して決められた限度額を超えた場合に、その超えた分に対する

額を助成するものであります。第４目の退職被保険者等高額介護合算療養費につきましても、

同様に３０万円計上しております。

２３ページをご覧ください。第４項出産育児諸費、第１目出産育児一時金は ８８２万円計上し

ておりますが、２１件分を見込んでおります。第２目の支払手数料につきましては、出産育児

一時金を医療機関に三重県国民健康保険団体連合会を通して直接払いをするための経費とし

て ５，０００円計上しております。

２４ページをご覧ください。第５項葬祭諸費、第１目葬祭費では６０件を見込んで ３００万円を

計上しております。

２５ページをご覧ください。第３款後期高齢者支援金等、第１項後期高齢者支援金等、第１

目後期高齢者支援金では３億 １，４０４万 ７，０００円計上しておりますが、７５歳以上の後期高齢者

の医療給付費に充てるため、社会保険診療報酬支払基金に支出するものであります。第２目

の後期高齢者関係事務費拠出金３万 ８，０００円につきましても、同様に運営事務費として支出
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するものであります。

２６ページをご覧ください。第４款前期高齢者納付金等、第１項前期高齢者納付金等、第１

目前期高齢者納付金では １７２万 ８，０００円を計上しておりますが、６５歳から７４歳の前期高齢者

にかかる医療費を社会保険診療報酬支払基金へ納付するための納付金であります。第２目の

前期高齢者関係事務費拠出金３万 ３，０００円につきましても、前期高齢者にかかる社会保険診

療報酬支払基金への納付金の徴収事務費として基金へ拠出するものであります。

２７ページをご覧ください。第５款老人保健拠出金、第１項老人保健拠出金、第１目老人保

健医療費拠出金では７１万 １，０００円計上しておりますが、老人保健医療費の対象者に対する療

養給付費の共同事業への拠出金で、社会保険診療報酬支払基金へ拠出するものであります。

第２目老人保健事務費拠出 １，０００円も、同様に社会保険診療報酬支払基金へ老人保健医療費

拠出金の徴収事務費として基金へ拠出するものであります。

２８ページをご覧ください。第６款介護納付金、第１項介護納付金、第１目の介護納付金は

介護給付費納付金として ８，６０１万 ３，０００円計上しておりますが、介護保険の第２号被保険者

にかかる割り当てられた保険料を社会保険診療報酬支払基金へ納付するものであります。

２９ページをご覧ください。第７款共同事業拠出金、第１項共同事業拠出金、第１目の高額

医療費共同事業医療費拠出金では ３，７３９万円計上しておりますが、レセプト１件８０万円以上

の高額医療費の支払いのための共同事業で、三重県国民健康保険団体連合会から割り当てら

れた額を拠出するものであります。第２目の高額医療費共同事業事務費拠出金 ４，０００円につ

きましても、この共同事業の事務費として拠出するものであります。

第３目その他共同事業事務費拠出金 １，０００円の計上は、三重県国民健康保険団体連合会に

対して退職被保険者の年金受給状況の割り出しを行うための経費を拠出するものであります。

第４目の保険財政共同安定化事業拠出金では２億 ７，６５９万 ２，０００円計上しておりますが、レ

セプト１件３０万円以上８０万円未満の支払いにあたり、財政運営の安定化を図るための共同事

業で、三重県国民健康保険団体連合会へ割り当てられた額を拠出するものであります。第５

目の保険財政共同安定化事業事務費拠出金 ４，０００円の計上は、この共同事業運営のための事

務費として拠出するものでございます。

３０ページをご覧ください。第８款保健事業費、第１項特定健康診査等事業費、第１目の特

定健康診査等事業費では、４０歳から７４歳の被保険者を対象に行う生活習慣病予防のための健

診等にかかる電算事務委託料、健診委託料などの経費として １，８７９万 ３，０００円計上しており

ます。
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３１ページをご覧ください。第２項保健事業費、第１目保健衛生普及費では ４００万 ３，０００円

計上しておりますが、国民健康保険保健事業の ３８４万 ６，０００円は、医療費通知にかかる経費、

脳ドック検診委託料などの経費であり、また国保ヘルスアップ事業の１５万 ７，０００円は、生活

習慣病の予防改善のための運動指導講座の経費等を計上しております。

なお、脳ドックの検診委託料ですが、前年度までは対象人数を５０名として８０万 ５，０００円計

上しておりましたが、新年度におきましては希望者も多いことから対象人数を１０名増やして

６０名として、その必要経費９６万 ６，０００円を計上しております。

３２ページをご覧ください。第９款基金積立金、第１項基金積立金、第１目の財政調整基金

積立金 １，０００円の計上は、基金の利子積立利息でございます。

３３ページをご覧ください。第１０款公債費、第１項公債費、第１目利子では、一時借入金利

子として２４万 ３，０００円を計上いたしております。

３４ページをご覧ください。第１１款諸支出金、第１項償還金、第１目の一般被保険者保険料

還付金の １５０万円、第２目退職被保険者等保険料還付金の２０万円は、いずれも保険料の過誤

納付に対する還付金を計上しております。

３５ページをご覧ください。第１３款の予備費につきましては、昨年と同額の １，０００万円を計

上しております。

以上で、議案第２１号 平成２２年度紀北町国民健康保険事業特別会計予算の説明を終わりま

す。

谷口房夫住民課長

続きまして、議案第２２号 平成２２年度紀北町老人保健特別会計の当初予算の内容説明をさ

せていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。

議案第２２号 平成２２年度紀北町老人保健特別会計予算

平成２２年度紀北町の老人保健特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ３８９万 ８，０００円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、６０
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万円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第 ２２０条第２項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）医療諸費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書で説明させていただきます。

歳入から説明させていただきます。

予算書の６ページをご覧ください。第１款支払基金交付金、第１項支払基金交付金、第１

目医療費交付金 １８４万 ２，０００円計上しておりますが、医療給付費と医療費支給費にかかる社

会保険診療報酬支払基金から交付されるものであります。第２目の審査支払手数料交付金計

上額１万円は、三重県国民健康保険団体連合会でのレセプトの審査にかかる手数料につき交

付されるものであります。

第２款国庫支出金、第１項国庫負担金、第１目の医療費負担金では １２２万 ８，０００円計上し

ておりますが、医療費の支払い見込み額の１２分の４の負担割合により算出したものでありま

す。

第３款県支出金、第１項県負担金、第１目県負担金３０万 ６，０００円の計上額につきましても、

医療費支払い見込み額の１２分の１の負担割合により算出したものであります。

７ページをご覧ください。第４款繰入金、第１項他会計繰入金、第１目一般会計繰入金で

は５１万 ２，０００円計上しておりますが、医療費の支払いにかかる町の負担分と事務費を一般会

計からそれぞれ繰り入れるものであります。

次に、歳出につきまして説明させていただきます。

８ページをご覧ください。第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費では２０万

１，０００円計上しておりますが、老人保健事業における電算共同処理委託料などの経費であり

ます。

９ページをご覧ください。第２款医療諸費、第１項医療諸費、第１目の医療給付費の計上

額 ３２７万 ４，０００円は、平成２０年３月以前の診療経費を見込んだものでございます。第２目の

医療費支給費４１万 ３，０００円の計上額につきましても、平成２０年３月以前の診療経費を見込ん
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だものであります。第３目の審査支払手数料１万円は、三重県国民健康保険団体連合会への

審査支払手数料を計上したものであります。

以上で、議案第２２号 平成２２年度紀北町老人保健特別会計予算の説明を終わります。

谷口房夫住民課長

続きまして、議案第２３号 平成２２年度紀北町後期高齢者医療特別会計の当初予算の内容説

明をさせていただきます。

予算書の１ページをご覧ください。

議案第２３号 平成２２年度紀北町後期高齢者医療特別会計予算

平成２２年度紀北町の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５億 ３９７万 ６，０００円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

５，０００万円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第 ２２０条第２項ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）医療諸費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

それでは、その内容につきまして予算に関する説明書で説明させていただきます。

歳入から説明させていただきます。

予算書の６ページをご覧ください。第１款後期高齢者医療保険料、第１項後期高齢者医療

保険料、第１目の特別徴収保険料、計上額１億 １６６万 ９，０００円、第２目普通徴収保険料、計

上額 ４，７７５万 ２，０００円は、後期高齢者にかかる保険料で、三重県後期高齢者医療広域連合は

県内の医療費支給見込みから所得割を６．８３％、被保険者均等割を３万 ６，８００円と定め、これ

らにより算出したものであります。
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第２款使用料及び手数料、第１項手数料、第２目督促手数料でございますが、保険料督促

にかかる手数料として １，０００円を計上しております。

第４款繰入金、第１項一般会計繰入金、第１目の事務費繰入金では２億 ８，４７０万 ２，０００円

計上しておりますが、職員人件費や事務費などを一般会計から繰り入れるものであります。

７ページをご覧ください。第２目保険基盤安定繰入金の計上額 ６，９３５万 ２，０００円につきま

しては、保険料軽減分にかかる繰入金を計上しております。

第６款諸収入、第２項償還金及び還付加算金、第１目保険料還付金では５０万円計上してお

りますが、平成２１年度における保険料の過誤納等による三重県後期高齢者医療広域連合から

の還付金を見込み計上しております。

次に、歳出につきまして説明させていただきます。８ページをご覧ください。

第１款総務費、第１項総務管理費、第１目一般管理費では １，１４８万 ６，０００円計上しており

ますが、職員人件費として職員１名分の人件費 ９０７万 ２，０００円、一般事務事業費では、後期

高齢者電算システム保守委託料などの経費 ２４１万 ４，０００円であります。

９ページをご覧ください。第２項徴収費、第１目徴収費では、保険料徴収事業として普通

徴収にかかる保険料を徴収するための経費２３万 ６，０００円を計上しております。

１０ページをご覧ください。第２款後期高齢者医療広域連合納付金、第１項後期高齢者医療

広域連合納付金、第１目後期高齢者医療広域連合納付金の計上額４億 ９，１７５万 ４，０００円は、

三重県後期高齢者医療広域連合の運営経費を見込んだものでございます。

１１ページをご覧ください。第４款諸支出金、第１項償還金及び還付加算金、第１目の保険

料還付金につきましては５０万円計上しておりますが、歳入と同様に平成２１年度分の保険料の

過誤納付等にかかる被保険者への還付金を見込んだものであります。

以上で、議案第２３号 平成２２年度後期高齢者医療特別会計予算の説明を終わります。ご審

議のほどよろしくお願いいたします。

北村博司議長

次に、議案第２４号についての内容説明を求めます。

五味保健福祉課長。

五味啓福祉保健課長

議案第２４号 平成２２年度紀北町介護サービス事業特別会計予算について、ご説明いたしま

す。

予算書の１ページをお願いいたします。
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平成２２年度紀北町介護サービス事業特別会計予算

平成２２年度紀北町の介護サービス事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１億 ９，７０９万 ８，０００円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（一時借入金）

第２条 地方自治法第 ２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借り入れの最高額は、

３，６００万円と定める。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、予算に関する説明書に基づきご説明をいたします。

歳入予算から説明いたします。６ページをお願いいたします。

第１款サービス収入、第１項介護給付費収入は１億 ６，７５９万 ７，０００円であります。第１目

居宅介護サービス費収入 １，２１８万 ４，０００円は、第１節短期入所生活介護費収入、ショートス

テイの収入でありまして、居宅介護サービス費の保険者収入が ９８１万 １，０００円、利用者収入

が ２３７万 ３，０００円であります。

第２目施設介護サービス費収入は１億 ５，５４１万 ３，０００円でありまして、内容につきまして

は、第１節施設介護サービス費収入で、保険者収入が１億 ３，４２３万 ２，０００円、利用者収入が

２，１１８万 １，０００円であります。

続きまして７ページをお願いします。第５款繰入金、第１項基金繰入金につきましては、

第１節紀北町指定介護老人福祉施設基金繰入金 ２，８５６万 ７，０００円でありまして、スプリンク

ラー設置工事に充てるものでございます。

続きまして第７款諸収入、第１項受託事業収入につきましては、要介護認定調査受託事業

収入の １，０００円であります。

第２項雑入につきましては３万 ３，０００円でありまして、介護実習受入手数料などでありま

す。

８ページをお願いします。第３項利用料減免補助金は９０万円でありまして、利用者負担額

の補助金であります。

続きまして歳出予算についてご説明いたします。
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９ページをお願いいたします。第１款総務費、第１項施設管理費、第１目一般管理費は１

億 ８，９０５万 ４，０００円であります。内容につきましては職員人件費が正職員１５名分で ８，７４１万

円であります。臨時職員賃金につきましては１７名分で ４，１２９万 ３，０００円であります。

次に老人ホーム管理運営事業は ６，００２万 ５，０００円でありまして、管理運営事業の主なもの

といたしましては、嘱託医報償費が ３７２万円、消耗品費、光熱水費、賄材料費などの需用費

が ２，１６９万 ７，０００円、介護事務処理支援システムの保守点検等の委託料が ３４３万 １，０００円、

寝具借入料などの使用料及び賃借料が １１１万 ８，０００円、平成２４年３月３１日までに消防法で義

務付けられておりますスプリンクラー設置工事費として ２，８５６万 ７，０００円であります。また

利用者育成事業といたしまして、家族交流会、夏まつり、秋遠足等の執行経費等３２万 ６，０００

円も含まれております。

続きまして１２ページ、第２款サービス事業費、第１項居宅サービス事業費は ８００万円で、

短期入所生活介護にかかる経費であります。

続きまして１４ページにつきましては、第４款公債費につきましては、一時借入金の利子４

万 ４，０００円であります。

以上であります。よろしくご審議をお願いいたします。

北村博司議長

次に、議案第２５号についての内容説明を求めます。

村島水道課長。

村島成幸水道課長

それでは、平成２２年度紀北町水道事業会計予算を説明させていただきます。

予算書をよろしくお願いいたします。

議案第２５号 平成２２年度紀北町水道事業会計予算書、１ページをお願いいたします。

（総則）

第１条 平成２２年度紀北町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 給水戸数 ９，５３０戸

（２） 年間総給水量 ２６５万 ８，３７２㎥

（３） 一日平均給水量 ７，２８３㎥

（４） 主な建設改良事業 古里・道瀬簡易水道統合整備事業 １億 ７，７１０万 ８，０００円
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此ケ野地区配水管布設替工事 １，５５０万円

中里地区配水管布設替工事 １，５２３万 ８，０００円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入 第１款 水道事業収益 ４億 ６４２万 １，０００円

第１項 営業収益 ２億 ７，６５５万 １，０００円

第２項 営業外収益 １２３万 ４，０００円

第３項 簡易水道営業収益 １億 １，４３１万 ２，０００円

第４項 簡易水道営業外収益 １，４３２万 ４，０００円

支出 第１款 水道事業費用 ３億 ８，４２１万 ９，０００円

第１項 営業費用 ２億 ２，２０８万 １，０００円

第２項 営業外費用 ２，９１３万 １，０００円

第３項 簡易水道営業費用 １億 ５３１万 ８，０００円

第４項 簡易水道営業外費用 ２，７６５万 ９，０００円

第５項 特別損失 ３万円

２ページをお願いいたします。

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額１億 ７，３７８万 ８，０００円は、当年度分損益勘定留保資金等で補てん

するものとする。）。

収入 第１款 資本的収入 ２億 ２，７８６万 １，０００円

第１項 負担金 ６８０万円

第２項 補助金 ６，９４６万 １，０００円

第３項 企業債 １億 ５，１６０万円

支出 第１款 資本的支出 ４億 １６４万 ９，０００円

第１項 建設改良費 ２億 ４，３６１万 ５，０００円

第２項 企業債償還金 １億 ５，８０３万 ４，０００円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は次のとおりと定める。

起債の目的、限度額は簡易水道事業債 ７，５９０万円、過疎対策事業債 ７，５７０万円、計１億
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５，１６０万円、起債の方法、利率、償還の方法は記載のとおりでありますので、よろしくお

願いいたします。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、 ７，０００万円と定める。

３ページをお願いいたします。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

（１）各項に計上した予定額に過不足が生じた場合における同一款内で、これらの経費

の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

（１）職員給与費 ７，８６０万 ８，０００円

（他会計からの補助金）

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 ４，５００万 ２，０００円である。

（たな卸資産購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、 ８００万円と定める。

平成２２年３月３日提出

紀北町長 尾上壽一

内容につきましては、２２ページの予算実施計画説明書で説明させていただきます。

２２ページをお願いいたします。

まず収入ですが、第１款、第１項、第１目の給水収益は２億 ７，４３３万 ４，０００円であります。

内容につきましては、紀伊長島区と海山区の上水道の使用料で、紀伊長島区は１億 ７，７７５万

７，０００円、海山区は ９，６５７万 ７，０００円を見込んでおります。

第２目その他営業収益は ２２１万 ７，０００円であります。主なものといたしましては、給水工

事用材料売却収入４０万 ７，０００円、上水道加入分担金３１件を見込みまして １７０万 １，０００円でご

ざいます。

次に第２項、第１目の受取利息及び配当金は７４万 ９，０００円で、これは定期預金の利息でご
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ざいます。第２目雑収益は１３万 ２，０００円であります。主なものとしましては土地貸付料１３万

１，０００円でございます。第３目の補助金は３５万 ３，０００円で、これは上水道企業債償還利子に

かかる一般会計補助金であります。

２３ページをお願いいたします。次に第３項、第１目の給水収益は１億 １，３４０万 ２，０００円で

あります。これは簡易水道の水道使用料で、紀伊長島区 ３，３６７万 ３，０００円、海山区 ７，９７２万

９，０００円を見込んでおります。第２目その他営業収益は９１万円で、主なものは簡易水道の加

入分担金１３件分の７０万 ３，０００円でございます。

次に第４項、第１目の補助金は １，４３２万 ４，０００円であります。これは簡易水道企業債償還

利子にかかる一般会計補助金でございます。

２４ページをお願いいたします。

次に支出でございます。第１款、第１項、第１目の原水及び浄水費は ２，４３０万 ７，０００円で

あります。内容につきましては、上水道の原水及び浄水設備の維持管理に要する費用を計上

しております。主なものといたしましては、原水及び処理水の水質検査委託料が ３５０万円、

水源地施設修繕代 １００万円、水源地及び浄水場の電気代 １，８００万円、薬品費 １１０万円でござ

います。

第２目配水及び給水費は ３，００９万 ６，０００円であります。内容につきましては、浄水施設の

ほか配水池、配水管、送水管の維持管理等に要する経費を計上しております。主なものとい

たしましては、職員２名分の給与費 １，５６８万 ８，０００円のほか、２５ページをお願いします。修

繕料の ６００万円は量水器取替工事 ９０４戸分 ４００万円と、給配水管等の修繕代 ２００万円、動力

費の ２９０万円は加圧ポンプ所等の電気代でございます。

次に３目総係費は ７，２６３万 ５，０００円であります。内容につきましては、上水道の水道料金

の調定、収納事務のほか、事業活動全般に関する経費を計上しております。主なものとしま

しては、水道水源保護審議会の委員報酬２２万円、職員７名分の給与費 ５，４０３万 ９，０００円、臨

時職員２名分の賃金 ３９０万 ７，０００円、委託料 ７７０万円のほか、賃借料は １６２万 ３，０００円でご

ざいます。委託料の主なものは検針業務委託料 ３６７万 ７，０００円、集金業務委託料９９万 ６，０００

円、上水道料金システム業務委託料 ２５０万円などでございます。また賃借料の主なものは、

水道給与会計及び固定資産システム電算機器使用料９９万 ３，０００円、光ファイリングシステム

６３万円などでございます。

第４目の減価償却費は ９，１６７万 １，０００円であります。

第５目の資産減耗費は ３１０万円でございます。
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第６目のその他営業費用は２７万 ２，０００円であります。これは指定工事店への給水装置工事

用の材料売却に伴う売却原価でございます。

続いて、２７ページをお願いいたします。第２項営業外費用の第１目の支払利息は ２，２２６万

６，０００円で、主なものとしましては上水道の企業債利子償還金でございます。

第２目の消費税は ６８６万 ４，０００円であります。

次に第３項の簡易水道営業費用１億 ５３１万 ８，０００円につきましては、簡易水道事業にかか

る経費であります。第１目原水及び浄水費は ２，０１０万円であります。内容につきましては簡

易水道の原水及び浄水施設の維持管理に要する経費を計上しております。主なものとしまし

ては原水及び処理水の水質検査などの委託料 ４９０万円、水源地の施設修繕費 ２００万円、水源

地の電気代 １，２００万円、薬品費５９万円などでございます。

第２目の配水及び給水費は １，２３９万 ５，０００円であります。

２８ページをお願いいたします。主なものとしましては、通信運搬費で１１の回線の専用電話

料金 １５２万 ２，０００円、修繕費 ７７０万円は量水器 ６０８器の取替工事費 ２０６万 ７，０００円、配水管

修繕代など ５００万円と、その修繕用材料代 ３００万円などでございます。

次に第３目総係費は １，１７４万 ８，０００円でございます。内容につきましては簡易水道の水道

料金の計算、収納及び事務にかかる簡易水道全般の経費を計上しております。主なものとし

ましては、職員１名分の給与費 ７４０万 ２，０００円のほか、委託料 ２９０万円、委託料の主なもの

は検針業務委託料 １５７万 ６，０００円、集金業務委託料２５万 ２，０００円、簡易水道料金システム業

務委託料 １０７万円などでございます。

２９ページですが、第４目減価償却費は ３，７９６万 ２，０００円であります。

第５目資産減耗費は ２，３００万円でございます。

第６目のその他営業費用は１１万 ３，０００円であります。これは指定工事店への材料売却に伴

う売却原価でございます。

次に第４項簡易水道営業外費用、第１目の支払利息は ２，７６５万 ９，０００円で、これは簡易水

道企業債利子償還金でございます。

第５項特別損失、第１目過年度損益修正損は３万円であります。これは過誤納等による過

年度分の水道料金の歳出還付金でございます。

３０ページをお願いいたします。資本的収入支出でございます。

まず収入です。第１款、第１項、第１目の負担金は ６８０万円であります。これは消火栓設

置１７箇所の一般会計からの工事負担金であります。
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次に第２項、第１目の補助金は ６，９４６万 １，０００円で、これは簡易水道企業債償還元金にか

かる一般会計補助金 ３，０３２万 ５，０００円と、古里・道瀬簡易水道統合整備事業にかかる国庫補

助金 ３，９１３万 ６，０００円でございます。

次に第３項、第１目企業債は１億 ５，１６０万円で、これは古里・道瀬簡易水道統合整備事業

分１億 １，３４０万円、此ケ野地区、中里地区、上里地区配水管の布設替工事分 ３，８２０万円でご

ざいます。

３１ページをお願いいたします。

次に支出でございます。第１款、第１項、第１目上水道改良費は １，５４４万 ５，０００円であり

ます。内容につきましては職員１名分の給与費 ９４４万 ５，０００円のほか、委託料 ２００万円、工

事請負費 ４００万円であります。委託料は設計業務の委託料で、高速道路建設工事にかかる設

計業務として ２００万円、工事請負費は上水道の支障移転など緊急工事用として ４００万円を計

上しております。

第２目固定資産購入費は ３８５万円であります。主なものとしましては上里浄水場送水流量

計 １０１万 ７，０００円、赤羽簡易水道滅菌器 １５０万円、紅ケ平浄水場水位計７３万 ３，０００円などで

あります。

３２ページをお願いいたします。第３目簡易水道改良費は２億 ２，４３２万円であります。これ

は委託料 １，９８０万円、工事請負費２億 ４５２万円であります。委託料の主なものは、古里・道

瀬簡易水道統合整備事業実施設計業務委託料 １６８万円と、此ケ野地区配水管布設替及び高速

道路建設工事に伴う配水管支障移転工事にかかる実施設計業務委託料 ２００万円と １００万円で

あります。工事請負費は、本年度最終年度の古里・道瀬簡易水道統合整備事業に１億 ６，０３０

万 ８，０００円、此ノ野地区配水管布設替工事に １，３５０万円、中里地区は １，５２３万 ８，０００円、上

里地区は ９９５万 １，０００円、町道矢口里１号線改良工事に伴う配水管の支障移転工事に ２１２万

３，０００円、ほか簡易水道配水管布設替支障移転工事に ３００万円を計上しております。

次に第２項、第１目の企業債償還金は１億 ５，８０３万 ４，０００円で、上水道事業分が１億 １９５

万 ２，０００円、簡易水道事業分が ５，６０８万 ２，０００円であります。

以上で、平成２２年度紀北町水道事業会計予算の説明を終わります。どうぞよろしくお願い

します。

北村博司議長

水道課長、委託料、これ １６８万円と読んだよ。 １，６８０万円。

訂正願います。
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村島成幸水道課長

失礼しました。１箇所ですね、金額を間違えて読みました。訂正させていただきます。お

願いします。３２ページの一番上の委託料 １，９８０万円のところなんですけども、古里・道瀬簡

易水道統合整備事業実施設計業務委託料は １，６８０万円でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。

北村博司議長

以上で、議案の提案理由並びに内容説明を終わります。

お諮りします。

ただいま説明のあった議案の質疑につきましては、第３日目、３月５日の本会議において

行うことにいたしたいと思いますが、ご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

北村博司議長

異議なしと認めます。

したがって、各議案に対する質疑につきましては、会期第３日、３月５日の本会議で行う

ことに決定いたしました。

日程第３２

北村博司議長

続きまして、日程第３２ 報告第１号 専決処分の報告について議題といたします。

提案者から報告を求めます。

尾上町長。

尾上壽一町長

それでは１件の案件につきまして、ご報告をさせていただきます。

報告第１号 専決処分の報告についてでありますが、平成２１年１０月２１日午前９時４５分ごろ、

海山区相賀地内の町道本地汐ノ津呂線におきまして、職員が２トンダンプの公用車をスーパ

ーマーケットの駐車場に方向転換しようと後進させたところ、後方確認が不十分であったこ

とから駐車場に設置されていた照明施設用のポールに衝突し、倒壊させてしまいました。
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その後、平成２２年１月１５日に損害賠償額を１９万 ２，０００円として和解が成立し、同日、地方

自治法第 １８０条第１項の規定により専決処分をいたしましたので、同条２項の規定により議

会に報告しようとするものであります。

今回の事故につきましては、物損事故であり損害を賠償することで和解することができま

したが、これらの事故はいつ人身事故等、重大な事故となっても不思議ではないことを再認

識し、今後、このような事故が発生することのないように努めてまいりたいと考えておりま

すので、議員の皆様にはご理解のほどをよろしくお願い申し上げます。

以上で報告を終わります。申し訳ございません。

北村博司議長

本件につきましては、議会の委任による専決処分であることから、基本的には質疑を行わ

ないとされていますが、ただいまの説明において、内容等について理解しがたい点があれば、

再度説明を求めるということで、発言を許したいと思います。

発言される方はありませんか。

（「な し」と呼ぶ声あり）

北村博司議長

ないようですね。これで発言を打ち切り、報告第１号については聞き置くことといたしま

す。近年よくこういう損害賠償の報告がございますけれども、十分理事者においてよく指導

されるように。

日程第３３

北村博司議長

次に、日程第３３ 陳情案件を議題といたします。

お手元に配布した陳情文書表のとおり、陳情２件をここに受理することとし、別紙文書表

を朗読させ、説明に代えさせていただきます。

中野議会事務局長。

中野直文議会事務局長

それでは、配付させていただきました資料、陳情文書表により説明をさせていただきます。
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平成２２年３月紀北町議会定例会、平成２２年３月３日、陳情文書表でございます。

陳情第１号、平成２２年１月４日受付、民間保育所運営費の一般財源化に関する国への意見

書採択についての陳情。陳情の趣旨としましては、民間保育所運営費の一般財源化は、保育

の地域格差を拡大し、財政力の弱い自治体の保育供給量の縮小とともに、保育の質の低下、

保護者負担の増大をもたらすものである。また、新政権の政策合意である「保育所の増設を

図り、質の高い保育の確保、待機児童の解消に努める」ということにも反することである。

よって、貴議会より、国に対して、民間保育所運営費の一般財源化については断固反対する

意見書を提出していただきたく陳情いたします。

陳情者の住所・氏名でございまして、名古屋市熱田区沢下町９－７、全国福祉保育労働組

合 東海地方本部 執行委員長 三冨和歌子さんでございまして、付託委員会につきまして

は、教育民生常任委員会でございます。

陳情第２号、平成２２年１月４日受付、障害者自立支援法の「応益負担」「日額払い方式」

に関する国への意見書採択についての陳情でございまして、趣旨としまして、政府において

は障害者自立支援法の撤廃方針を決め、「障がい者制度改革推進会議」を設置しましたが、

新法制定は４年後といわれています。そして、一番の問題点である利用料の「応益負担」と

報酬（運営費）の「日額払い方式」については、いまだ実現する方向性すら見えていません。

国が新法制定までの間、撤廃を決めた「障害者自立支援法」をそのまま放置しておくのは矛

盾があります。よって、貴議会より、国に対して、障害者の権利を保障するよう意見書を提

出していただきたく陳情いたします。

陳情者の住所・氏名でございまして、先ほどと同様でございまして、名古屋市熱田区沢下

町９－７、全国福祉保育労働組合 東海地方本部 執行委員長 三冨和歌子からでございま

して、教育民生常任委員会でございます。

北村博司議長

以上で、陳情案件の説明を終わります。

なお、受理した陳情につきましては、別紙文書表のとおり所管の委員会に付託することと

なりますので、ご報告を申し上げます。

北村博司議長
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以上で、本日の日程はすべて終了いたしました。

これにて散会いたします。

どうもご苦労様でございました。

（午後 ３時 ２３分）

９３



地方自治法第 １２３条第２項の規定により下記に署名する。

平成22年6月8日

紀北町議会議長　　北村博司

紀北町議会議員　　東　澄代

紀北町議会議員　　松永征也
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